
(1)エネルギー等の種類
(2)
用途

(3)
支援
対象

1_1 神奈川県

中小規模事業者
省エネルギー設
備導入支援補助
金

省エネ
LED

事業用 事業者 補助金

【対象者】
  中小規模事業者 等
【対象設備】
　空気調和設備、LED照明設備、ボイラー、給湯設備、
コンプレッサー、変圧器
【対象事業】
　県内の工場等において補助対象設備を導入（更新）す
る事業
（主な要件：補助事業による年間CO₂削減量が３トン以
上）

【補助額】
補助率1/3
(上限　500万円※）
※かながわ再エネ電力利用認定事業者は上限600万円

環境農政局
環境部
環境計画課
045-210-4083

https://www.pref.kanaga
wa.jp/docs/ap4/cnt/f722
6/shouenesetubihojokin.
html

2_1 神奈川県
スマートファク
トリー促進事業

見える化、その他 事業用 事業者
ＣＮ実施計
画の策定、
補助金

【対象者】
中小製造業等

【対象経費】
エネルギーマネジメントシステム(ＥＭＳ)の導入に係る
経費

中小製造業等に対するＣＮ実施計画の策定支援及びＥＭＳの導入に向けた伴
走支援を実施するとともに、ＥＭＳ設備に要する経費の一部を補助する。

【補助額】
補助率1/3
(上限　900万円）

産業労働局
産業部
産業振興課
045-210-5646

―

3_1 神奈川県
自家消費型再生
可能エネルギー
導入費補助

太陽光発電
風力発電
蓄電池
水力発電
地熱発電
バイオマス発電

事業用 事業者 補助金

【対象者】
　県内で利用できる自家消費型の再生可能エネルギー発
電設備を導入する法人及び個人事業者（個人事業者の方
は、青色申告していることが要件）

【対象経費】
  再生可能エネルギー発電設備の設計費、設備費、工事
費
　蓄電池を併せて導入する場合は、蓄電池の設計費、設
備費、工事費

【補助額】
〇太陽光発電等
  ６万円/kW
（上限 大企業1,000万円）

〇蓄電池
　15万円/件

産業労働局
産業部
エネルギー課
045-210-4140

４月以降、順次公開予定

3_2 神奈川県
太陽光発電初期
費用ゼロ促進事
業費補助

太陽光発電
蓄電池 住宅用 事業者 補助金

【対象者】
　県内において太陽光発電設備の設置に係る初期費用が
不要なサービスを提供している事業者

【対象経費】
  太陽光発電設備の設計費、設備費、工事費
　（発電出力10kW未満が要件）
　蓄電池を併せて導入する場合は、蓄電池の設計費、設
備費、工事費

【補助額】
〇太陽光発電
　５万円/kW
　
〇蓄電池
　12万円/台

産業労働局
産業部
エネルギー課
045-210-4115

４月以降、順次公開予定

3_3 神奈川県
共同住宅用自家
消費型太陽光発
電等導入費補助

太陽光発電
蓄電池 住宅用

個人/事
業者

補助金

【対象者】
　県内の分譲共同住宅の管理組合
　県内の賃貸共同住宅を所有する個人又は法人

【対象経費】
  自家消費型太陽光発電設備の設計費、設備費、工事費
　蓄電池を併せて導入する場合は、蓄電池の設計費、設
備費、工事費

【補助額】
〇太陽光発電
　５万円/kW

〇蓄電池
　12万円/台

産業労働局
産業部
エネルギー課
045-210-4115

４月以降、順次公開予定

3_4 神奈川県
ガスコージェネ
レーション導入
費補助

ガスコージェネレー
ション

事業用 事業者 補助金

【対象者】
  県内にガスコージェネレーションシステムを導入する
法人

【対象経費】
 ガスコージェネレーションシステムの設計費、設備
費、工事費

【補助額】
　補助率１／３
 （上限1,500万円）

産業労働局
産業部
エネルギー課
045-210-4076

４月以降、順次公開予定

3_5 神奈川県
燃料電池自動車
等導入費補助

燃料電池自動車
個人用/
事業用

個人/事
業者

補助金

【対象者】
〇燃料電池自動車（ＦＣＶ）
　県内に在住する個人又は県内に事業所を有する法人等

〇燃料電池フォークリフト（ＦＣＦＬ）
　県内に事務所又は事業所を有する法人

【対象経費】
〇燃料電池自動車（ＦＣＶ）
　ＦＣＶの車両本体の購入に係る経費

〇燃料電池フォークリフト（ＦＣＦＬ）
　環境省補助金の補助対象経費から一般的なエンジン式
車両の導入経費を差し引いた額

【補助額】
〇燃料電池自動車（ＦＣＶ）
　補助率１／３
 （上限100万円）

〇燃料電池フォークリフト（ＦＣＦＬ）
　補助率１／２
 （上限500万円）

産業労働局
産業部
エネルギー課
045-210-4133

４月以降、順次公開予定

3_6 神奈川県
水素ステーショ
ン整備費補助

水素ステーション 事業用 事業者 補助金

【対象者】
  県内に水素ステーションを整備する法人等

【対象経費】
  設備機器費、設計費、設備工事費、工事費負担金、経
費・管理費等

【補助額】
　補助対象経費に５分の４を乗じた額から経済産業省補助金交付額を差し引
いた額
（上限3,500万円　※定置式水素ステーションが設置されていない市町村に
新たに整備する場合又は大型事業用車両（バス等）が充填可能な水素ステー
ションを整備する場合は、上限4,200万円）

産業労働局
産業部
エネルギー課
045-210-4133

４月以降、順次公開予定

3_7 神奈川県
ＺＥＨ導入費補
助

太陽光発電
省エネ
見える化

住宅用 個人 補助金

【対象者】
 県内の住宅の建築主（新築）、購入者（建売）、所有
者（既築）
※中小工務店施工に限る

【補助額】
◯ＺＥＨ＋　 （定額：100万円）
◯ＺＥＨ 　　（定額： 55万円）
◯ＺＥＨ Ori （定額： 50万円）
（ただし、経費が補助額を下回る場合は、経費の1,000円未満を切り捨てた
額）

産業労働局
産業部
エネルギー課
045-210-4115

４月以降、順次公開予定

3_8 神奈川県
既存住宅省エネ
改修事業費補助

省エネ 住宅用 個人 補助金

【対象者】
 県内の住宅の所有者（既築）

【対象経費】
材料費、工事費

【補助額】
１/３（上限：150千円）

産業労働局
産業部
エネルギー課
045-210-4115

４月以降、順次公開予定

3_9 神奈川県
事業用ＥＶ導入
費補助

電気自動車 事業用 事業者 補助金

【対象者】
県内で事業用ＥＶを導入する事業者

【対象経費】
制度設計中

【補助額】
◯ＥＶバス：１/３（上限：1,500万円）
◯ＥＶタクシー：１/３（上限：100万円）
◯ＥＶトラック：１/４（上限：500万円）
◯ＥＶ軽トラック：20万円（定額）

産業労働局
産業部
エネルギー課
045-210-4133

４月以降、順次公開予定

令和５年度　エネルギー・温暖化対策に関する支援制度（県・市町村）

事業NO 団体名 制度名称 ２　方法 ３　対象

４　支援の内容
補助金額・限度額
償還方法・利率
　　　　　　など

１　分類
問合せ先

（担当課、電話）
URL
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3_10 神奈川県
Ｖ２Ｈ充給電設
備導入費補助

その他
個人用/
事業用

個人/事
業者

補助金

【対象者】
県内に在住する若しくはこれから在住する個人又は県内
に事業所を有する法人等

【対象経費】
Ｖ２Ｈ充給電設備の導入に係る設備費

【補助額】
１/３（上限：25万円）

産業労働局
産業部
エネルギー課
045-210-4133

４月以降、順次公開予定

3_11 神奈川県
ＥＶ急速充電設
備整備費補助

電気自動車充電器（急
速・普通）

その他 事業者 補助金

【対象者】
県内に公共用の急速充電設備を整備する法人等
県内のバス・タクシー事業所に整備する法人等

【対象経費】
ＥＶ等の急速充電設備の整備に係る設備費及び工事費

【補助額】
１/３（上限：100万円）

産業労働局
産業部
エネルギー課
045-210-4133

４月以降、順次公開予定

3_12 神奈川県
ＥＶ普通充電設
備整備費補助

電気自動車充電器（急
速・普通）

事業用/
その他

事業者/
その他

補助金

【対象者】
県内の共同住宅等に普通充電設備を整備する管理組合等
県内のバス・タクシー・レンタカー・トラック事業所に
整備する法人等

【対象経費】
ＥＶ等の普通充電設備の整備に係る設備費及び工事費

【補助額】
◯普通充電（コンセントスタンド含む。）：15万円（定額）
◯普通充電（コンセント）：10万円（定額）

産業労働局
産業部
エネルギー課
045-210-4133

４月以降、順次公開予定

4_1 神奈川県
中小企業カーボ
ンニュートラル
相談支援事業

エネルギー等の種類は
問いません

事業用 事業者
相談
専門家派遣

県内中小企業事業者

○　相談窓口にカーボンニュートラルに見識を有する専門相談員（CN支援ア
ドバイザー（仮称））を週３回程度配置し、脱炭素に関する補助制度や融資
制度を案内する

○　相談窓口への相談企業のうち希望者に対して、CN支援アドバイザー（仮
称）が企業を訪問し、現状把握や課題の整理等を行うとともに、省エネ診断
や事業計画の策定を希望する企業に対して、実施期間への橋渡し等を行う

産業労働局
中小企業部
中小企業支援課
045-210-5556

―

5_1 神奈川県

中小企業制度融
資
（政策連動資
金）

太陽光発電
太陽熱利用
風力発電
水力発電
地熱発電
バイオマス発電
バイオマス熱利用
バイオマス燃料製造
雪氷熱利用
地中熱利用
温度差エネルギー
ガスコージェネレー
ション
燃料電池
省エネ
電気自動車
ＰＨＶ
蓄電池
電気自動車充電器（急
速・普通）
燃料電池自動車
水素ステーション

事業用 事業者 融資

中小企業者又は協同組合等

ア　再生可能エネルギー発電設備、又はそれと併せた省
エネ設備等の導入に要する資金
イ　蓄電池
ウ　低公害車の購入、環境負荷低減のための設備等の導
入に要する資金
エ　地球温暖化対策推進条例を踏まえたＣＯ２の削減に
資する対策のための省エネ設備等の導入に要する資金

※ウの場合は、県大気水質課から、エの場合は、県環境
計画課から、事前に認定を受ける必要があります。

＜資金使途＞
運転・設備

＜融資限度額＞
8,000万円
（協同組合等は１億2,000万円）
ただし、ア及びイは合わせて3,000万円

＜融資利率＞
1.6％以内

＜償還方法＞
割賦返済

＜融資期間＞
ア、イ：１年超20年以内(運転資金は１年超７年以内）
ウ、エ：１年超10年以内(運転資金は１年超７年以内）
※据置１年以内を含む。

産業労働局
中小企業部
金融課
045-210-5677

https://www.pref.kanaga
wa.jp/docs/m6c/cnt/f578
2/index.html

6_1 神奈川県
燃料電池自動車
に係る自動車税
の種別割の減免

燃料電池自動車
個人用/
事業用

個人/事
業者

税制
「神奈川県燃料電池自動車等導入費補助金」の交付を受
けて取得した燃料電池自動車

「神奈川県燃料電池自動車等導入費補助金」の交付を受けて取得した燃料電
池自動車について、新規登録の日が属する年度（３月１日から31日までの間
に新規登録を受けた場合は翌年度）以後５年度間の自動車税の種別割の減免

総務局
財政部
税制企画課
045-210-2306

https://www.pref.kanaga
wa.jp/docs/e3g/cnt/f425
9/p891634.html

7_1 各市町村

住宅の省エネ改
修に伴う固定資
産税（家屋分）
の減額制度

省エネ 住宅用 個人 税制

【対象工事】
１、以下の➀、または➀と合わせて行う➁➂➃の改修工
事のいずれか
　➀窓の断熱工事
　➁床/天井/壁の断熱工事
　➂太陽光発電設備設置工事
　➃高効率空調機/高効率給湯器/太陽熱利用システム設
置工事
２、省エネ改修部位が全て平成28年度基準に新たに適合
すること
３、省エネ改修工事費から補助金等を除いた金額が60万
円超（税込）

【主な要件】
a、平成26年４月１日以前から所在する住宅
b、改修工事後の床面積50㎡以上280㎡以下

【減額される税額】
・家屋の床面積120平方メートル相当分まで固定資産税額の３分の１

※改修が完了した年の翌年度のみ減額
※工事完了後３ヶ月以内に減額措置の申告が必要（当該家屋が所在する市区
町村の窓口へ）

各市町村
固定資産税所管課
（電話：各市町村
に問い合わせ）

https://www.mlit.go.jp/
jutakukentiku/house/jut
akukentiku_house_tk2_00
0026.html

8_1 横浜市
水素供給設備整
備事業費補助事
業

水素ステーション 事業用 事業者 補助金 固定式水素ステーション整備事業者 固定式水素ステーションの整備に対し10,000千円の補助
環境創造局
環境エネルギー課
045-671-4225

https://www.city.yokoha
ma.lg.jp/kurashi/machiz
ukuri-
kankyo/ondanka/etc/hojo
/suiso.html

8_2 横浜市
燃料電池自動車
普及促進補助事
業

①燃料電池自動車
②燃料電池バス

①個人
用/事業
用
②事業
用

①個人/
事業者
②事業
者

補助金
①市内に使用の本拠の位置を置いた燃料電池自動車を導
入する法人または個人（個人事業主）等
②燃料電池バス導入事業者

①燃料電池自動車 上限25万円
補助予定件数　20件
②燃料電池バス　上限500万円
補助予定件数　１件

環境創造局
環境エネルギー課
045-671-4225

https://www.city.yokoha
ma.lg.jp/kurashi/machiz
ukuri-
kankyo/ondanka/etc/hojo
/nenryo/

8_3 横浜市
技術相談事業
（省エネ相談）

省エネ 事業用 事業者 相談 市内中小事業者
省エネルギーの専門家を市内中小企業に派遣し、生産設備、ビル設備等の省
エネアドバイスを実施。
（１企業あたり年間３回まで無料、４回目以降は有料）

(公財)横浜企業経
営支援財団経営支
援部イノベーショ
ン支援担当
045－225-3733

―

8_4 横浜市
横浜市商店街環
境整備支援事業

省エネ 事業用 事業者 補助金
既設の街路灯、アーチ及びアーケード等について、水銀
灯等の従来型ランプからLED等の省エネ型ランプへの交
換を行う商店街

【補助限度額】
(1)街路灯、アーチ及びアーケード等
・1灯あたり:３万円
・1申請あたり:500万円
(2)複数種類の施設を整備する場合
・1申請あたり：1,000万円
【補助率】
　50%

経済局
市民経済労働部商
業振興課
045-671-3488

https://www.city.yokoha
ma.lg.jp/business/kigyo
shien/syogyo/shotengai/
sisetuseibi/kankyoseibi
.html

8_5 横浜市
横浜市民間保育
所等建設費等補
助金（の一部）

太陽光発電
見える化

事業用 事業者 補助金

・太陽光発電設備の公称最大出力は10kWを限度とする。
・ＪＥＴまたは同等の「太陽電池モジュール認証」を受
けていること。
・性能保証、設置後のサポートがメーカーによって確保
されていること。
・未使用品であること。
・敷地外から見やすい場所にディスプレイ装置を設置す
ること。（当該装置も補助対象設備）
・接続方式は「余剰電力買取方式」であること。（全量
買取制度を選択した場合は補助対象外）

補助基準額
上限1,677万円

こども青少年局こ
ども施設整備課
045-671-4146

―

8_6 横浜市
電気自動車等用
充電設備設置費
補助事業

EV充電設備 住宅用
個人/そ
の他

補助金 集合住宅へ設置する充電設備

集合住宅向けEV充電設備設置費
（１）普通充電設備・充電混戦のスタンド
上限　15万円/基
（２）充電コンセント
上限　８万円/基
※（１）、（２）あわせて、補助対象上限基数　５基

環境創造局
環境エネルギー課
045-671-4225

https://www.city.yokoha
ma.lg.jp/kurashi/machiz
ukuri-
kankyo/ondanka/etc/hojo
/shugoevjuden.html
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(1)エネルギー等の種類
(2)
用途

(3)
支援
対象

事業NO 団体名 制度名称 ２　方法 ３　対象

４　支援の内容
補助金額・限度額
償還方法・利率
　　　　　　など

１　分類
問合せ先

（担当課、電話）
URL

8_7 横浜市
グリーンリカバ
リー設備投資助
成事業

省エネ 事業用 事業者 補助金

省エネ型設備を導入する市内中小企業

【対象設備等】
空調設備、ボイラー・給湯設備、冷凍冷蔵設備、変圧
器、産業用モーター、LED照明、コージェネレーション
システム、高断熱窓、生産設備など事業に必要な設備

【助成率】
・1/2

【助成限度額】
・200万円

経済局ものづくり
支援課
045-671-3489

https://www.city.yokoha
ma.lg.jp/business/kigyo
shien/keieishien/capex/
greenrecovery.html

8_8 横浜市
Ｖ２Ｈ充放電設
備設置費補助事
業

V2H充放電設備
住宅用/
事業用

個人/事
業者/そ
の他

補助金 住宅や事業所へ設置するV2H充放電設備
V2H充放電設備設置費
上限　15万円/基
※駐車スペース1台分につき１基

環境創造局
環境エネルギー課
045-671-4225

https://www.city.yokoha
ma.lg.jp/kurashi/machiz
ukuri-
kankyo/ondanka/etc/hojo
/v2h.html

8_9 横浜市
横浜市商店街環
境整備支援事業

省エネ 事業用 事業者 補助金

電気自動車を対象とした急速充電設備、充電用コンセン
トスタンド、充電設備設置工事費（高圧受変電設備設置
工事費は除く）、案内板設置工事費、付帯設備設置工事
費等の整備を行う商店街

【補助限度額】
(1)１申請：500万円
(2)複数種類の施設を整備する場合：1,000万円
【補助率】
　50％

経済局
市民経済労働部商
業振興課
045-671-3488

https://www.city.yokoha
ma.lg.jp/business/kigyo
shien/syogyo/shotengai/
sisetuseibi/kankyoseibi
.html

8_10 横浜市
横浜市中小企業
融資制度「SDGｓ
よこはま資金」

省エネ 事業用 事業者 融資

次のいずれかに該当する中小企業者。
１　再生可能エネルギーシステムの設置又は省エネル
ギー機器の導入等について、市長の認定を受けたもの。
２　「地球温暖化対策計画書制度」に基づき本市に提出
した計画の達成に要する設備投資について、市長の認定
を受けたもの。
３　九都県市指定低公害車又は次世代自動車（電気自動
車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車）
の新車購入について、市長の認定を受けたもの。
４　ＩＳＯ14000シリーズ、エコアクション21、エコス
テージ、ＫＥＳ又はグリーン経営認証を取得したもの若
しくは取得するもの。
５ (公財)横浜企業経営支援財団が実施する「技術相談
（環境技術・省エネルギー）」による支援を受け、設備
投資を実施するもの。

【融資額】
２億8,000万円以内（協同組合等は４億8,000万円以内）
【融資利率】
１年以内　　　　　年0.9％以内
１年超３年以内　　年1.2％以内
３年超５年以内　　年1.4％以内
 ５年超10年以内　 年1.6％以内
10年超15年以内　 年1.8％以内
15年超20年以内   年2.0％以内
【融資期間】
運転資金  ７年以内
設備資金  20年以内
（据置期間12か月以内を含む）
【信用保証料率】
0.3375～1.4250％
（横浜市の助成（1/4）後の料率）

経済局金融課
045-671-2592

https://www.city.yokoha
ma.lg.jp/business/kigyo
shien/yushiseido/yushis
eido/sdgs-yokohama.html

8_11 横浜市
横浜市集会所エ
コリノベーショ
ン補助制度

省エネ（LED以外）、太
陽光発電、蓄電池

その他 その他 補助金 自治会町内会、共同住宅の管理組合等

補助対象となる建材・設備等ごとに設定した補助金額の合計額
（上限金額）
新築、改修：40万/戸

建築局住宅政策課
045-671-2922

https://www.city.yokoha
ma.lg.jp/kurashi/sumai-
kurashi/jutaku/sien/sho
ene/event/sy-
ecorinovation.html

8_12 横浜市
横浜市省エネ住
宅住替え補助

省エネ（LED以外） 住宅用 個人 補助金
「省エネ性能のより高い住宅」(※)等に住み替える子育
て世代
※最高レベルの断熱性能(断熱等級６、７)を備えた住宅

・新築型補助：50 件（最大100 万円／件）
断熱等級６又は７の省エネ性能を有していることが条件
・リノベ型補助：50 件（最大100 万円／件）
窓などの開口部が全て断熱改修されていることが条件

建築局住宅政策課
045-671-2922

https://www.city.yokoha
ma.lg.jp/kurashi/sumai-
kurashi/jutaku/sien/sho
ene/event/

9_1 川崎市

川崎市住宅用創
エネ・省エネ・
蓄エネ機器導入
補助事業
（スマートハウ
ス補助金）

太陽光発電
燃料電池
蓄電池
省エネ（LED以外）
LED
見える化
その他（V2H）

住宅用
個人/事
業者/そ
の他

補助金

【対象者】
①居住している又は居住を予定している市内の個人住宅
に対し別途定めるとおりシステム等を導入する個人
②居住している又は居住を予定している市内の共同住宅
の専有部分に対し別途定めるとおりシステム等を導入す
る個人
③市内の共同住宅の共用部分に対し別途定めるとおりシ
ステム等を導入する共同住宅の所有者
④市内の共同住宅の共用部分に対し別途定めるとおりシ
ステム等を導入する共同住宅の管理組合

【補助対象システム等と補助金額】
①エネルギー管理装置：１万円
②太陽光発電システム：１kWあたり2万円(上限10万円)
③家庭用燃料電池システム：3万円
④定置用リチウムイオン蓄電池：1万円/kWh(上限10万円)
⑤V2H：5万円(EV・PHVを同時に新規導入した場合、駆動用バッテリーの総電
力量（kWh）あたり1万円を加算する(ただし加算する限度額は④と合わせて
上限10万円)）
⑥ZEH：10万円
⑦ZEH+：13万円
⑧ZEH Oriented：10万円
⑨LCCM住宅：13万円
⑩パワーコンディショナ　メンテナンス：5万円
⑪CASBEE戸建の環境効率の評価結果が「Ａ」以上：5万円
⑫開口部断熱：5万円又は経費の1/10のどちらか低い額
⑬高効率照明：10万円又は経費の1/10のどちらか低い額
【条件】
補助の条件、各システム等の仕様等については下記HP参照。
http://www.city.kawasaki.jp/300/page/0000032302.html

脱炭素戦略推進室
044-200-3873

http://www.city.kawasak
i.jp/300/page/000003230
2.html

9_2 川崎市
川崎市市内事業
者エコ化支援事
業

太陽光発電
太陽熱利用
風力発電
水力発電
地中熱利用
バイオマス発電
バイオマス熱利用
燃料電池
省エネ（LED以外）
蓄電池
見える化
その他（V2H)

事業用 事業者 補助金

【対象者】
「市地球温暖化対策推進条例に定める中小規模事業者」
かつ以下のいずれかであることが必要。
(1)中小企業基本法に定める中小企業者（下記①～⑤対
象）
(2)学校法人、医療法人又は社会福祉法人（下記①、③
及び⑤対象）

【対象事業】
①再生可能エネルギー源利用設備の導入（太陽光発電、
太陽熱利用、風力発電、小水力発電、地中熱利用、バイ
オマス利用）
②省エネルギー型設備の導入（空調、燃焼設備、業務用
燃料電池）
③蓄電池・Ｖ２Ｈの導入(①と連携する等条件あり)
④複層ガラス・遮光フィルムその他空調負荷低減を目的
とした建築物外皮の導入
⑤EMS装置の導入
（④～⑤は単独での導入は対象外）

・対象設備の購入及び設置工事に関する費用（既設設備の処分費等は補助対
象外）の1/4（左記①、③及び⑤対象）、1/5（左記②、④及び⑤対象）
・上限200万円（左記①、③及び⑤対象）、150万円（左記②、④及び⑤対
象）
（「低ＣＯ２川崎ブランド」認定製品を導入する場合は1/4、上限200万円）

脱炭素戦略推進室
044-200-3873

https://www.city.kawasa
ki.jp/300/page/00001390
62.html

9_3 川崎市
中小規模事業者
向け省エネル
ギー診断事業

省エネ（LED以外）
LED
見える化

事業用 事業者 省エネ診断 市地球温暖化対策推進条例に定める中小規模事業者 市内の事業所に専門家が伺い、省エネに関する提案や技術的な助言を実施 脱炭素戦略推進室
044-200-0369

https://www.city.kawasa
ki.jp/jigyou/category/2
16-1-2-0-0-0-0-0-0-
0.html

10_1 相模原市
住宅用スマート
エネルギー設備
等導入奨励事業

太陽光発電
蓄電池
V2H
省エネ（LED以外）
LED
見える化

住宅用 個人 補助金

【対象者】
・自ら居住する市内の住宅に対象設備を設置した人
・自ら居住するために対象設備が設置された市内の建売
住宅を購入した人
【補助メニュー】
①太陽光発電システムと、リチウムイオン蓄電池又は
V2Hの同時設置※1
②既設の太陽光発電システムに、リチウムイオン蓄電池
又はV2Hの追加設置※1
③ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）※2
※1①及び②については、太陽光発電システムと家庭用
リチウムイオン蓄電池又はV2Hとの連携が条件
※2③はLCCM住宅による加算あり。

【自家消費コース】
1件あたり一律3万円：上限600件（予算：18000千円）
1）太陽光＋蓄電池：2件カウント
2）太陽光＋V2H：2件カウント
3）既設太陽光＋新設蓄電池：1件カウント
4）既設太陽光＋新設V2H：1件カウント

【ZEHコース】
ZEH、ZEH+、次世代ZEH+　15万円：上限50件
（予算：7,500千円）
LCCM加算　10万円：上限5件（予算：500千円）
※申請件数が予定件数を超過した場合は抽選

環境経済局
ゼロカーボン推進
課
042-769-8240

https://www.city.sagami
hara.kanagawa.jp/kurash
i/1026489/kankyo/hojyo/
1008083.html
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支援
対象

事業NO 団体名 制度名称 ２　方法 ３　対象
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10_2 相模原市

相模原市中小企
業融資制度「設
備導入促進特別
資金」

太陽光発電
太陽熱利用
風力発電
水力発電
地熱発電
バイオマス発電
バイオマス熱利用
バイオマス燃料製造
雪氷熱利用
地中熱利用
温度差エネルギー
ガスコージェネレー
ション
燃料電池
省エネ（LED以外）
LED
見える化
電気自動車
ＰＨＶ
蓄電池
電気自動車充電器（急
速・普通）
燃料電池自動車
水素ステーション
その他

事業用
事業者/
その他

利子補給

【利用資格】
地球温暖化防止計画書を市長に提出して市内に設備を導
入する又は先端設備等導入計画の認定を受けて市内に設
備を導入する中小企業者

・限度額 5,000万円
・融資利率 2.0％以内
・補給利率 1.5％
・利用者負担利率 0.5％以内

環境経済局
産業支援課
042-769-8237

https://www.city.sagami
hara.kanagawa.jp/sangyo
/sangyo/1026664/1003291
/yushi/chusho_kigyo/ind
ex.html

10_3 相模原市

次世代クリーン
エネルギー自動
車等購入奨励事
業

燃料電池自動車
個人用/
事業用

個人/事
業者

補助金

燃料電池自動車を購入して所有する次のいずれかに該当
する人
①市内に１年以上在住する個人又は市内に１年以上事務
所がある法人又は個人事業者
② ①に対して対象自動車のリースを行う事業者

【燃料電池自動車】
１台あたり30万円×5件
※申請件数が予定件数を超過した場合は抽選

環境経済局
ゼロカーボン推進
課
042-769-8240

　
https://www.city.sagami
hara.kanagawa.jp/kurash
i/1026489/kankyo/hojyo/
1008087.html

10_4 相模原市
水素供給設備整
備補助金

水素ステーション 事業用 事業者 補助金 市内に定置式の水素供給設備を導入する事業者

補助上限　1,750万円
※募集期間内に申請が複数あった場合は各々の補助額を上限として、予算額
を当該補助額に応じて按分

環境経済局
ゼロカーボン推進
課
042-769-8240

https://www.city.sagami
hara.kanagawa.jp/kurash
i/1026489/kankyo/hojyo/
1014159.html

10_5 相模原市

中小規模事業者
省エネルギー設
備等導入支援補
助金

太陽光発電
太陽熱利用
ガスコージェネレー
ション
蓄電池
省エネ（LED以外）
LED
見える化

事業用 事業者 補助金

条例で定める地球温暖化対策計画書を市に提出し、その
計画に基づき設備導入に取り組む中小規模事業者が行
う、省エネ・再エネ設備の導入・更新（対象経費は総額
30万円以上)

補助率1/3（上限100万円）
※先着順
【特例措置（R5～）】
・太陽光：5万円/kw、上限20kw（100万円）*10件
・蓄電池：6.3万円/kw　上限10kw（63万円）*10件
※蓄電池単体での導入は対象外

環境経済局
ゼロカーボン推進
課
042-769-8240

https://www.city.sagami
hara.kanagawa.jp/kurash
i/1026489/kankyo/hojyo/
1008084.html

10_6 相模原市
省エネアドバイ
ザー派遣事業

省エネ（LED以外）
LED

事業用 事業者 専門家派遣
省エネルギー対策を推進しようとする市内に事業所を有
する事業者

中小企業診断士・エネルギー管理士等の派遣
※先着順

環境経済局
ゼロカーボン推進
課
042-769-8240

https://www.city.sagami
hara.kanagawa.jp/kurash
i/1026489/kankyo/hojyo/
1015725/1008078.html

10_7 相模原市

（仮）住宅用初
期費用ゼロ太陽
光発電設備導入
補助

太陽光発電
蓄電池

住宅用 事業者 補助金
初期費用なしで、住宅に太陽光発電設備を設置するサー
ビスを提供する事業者（PPA事業者）に市が補助を行
い、間接的に市民に還元するもの。

市内の住宅に太陽光発電設備等を導入するPPA事業者に対し、設置費用の補
助を実施

①太陽光：7万円/kw（7万＋3万）、上限5kw（50万円）
※市内事業者が施工の場合のみ3万円/kwを追加
②蓄電池：5.2万円/kw　上限5kw

①太陽光②蓄電池セットでの導入、①太陽光のみの導入が補助対象。
②蓄電池単体の導入は対象外

環境経済局
ゼロカーボン推進
課
042-769-8240

―

10_8 相模原市

（仮）エコアク
ション２１認証
取得支援事業補
助金

その他 事業用 事業者 補助金 エコアクション21の認証・登録を取得した事業者

相模原市内に所有する事業所についてエコアクション21の認証を新規に取得
するために要した 審査費用（交通費・宿泊費及び消費税を除く。）及び認
証・登録費用（更新登録費用は対象外）
・上限25万円（千円未満切り捨て）

環境経済局
ゼロカーボン推進
課
042-769-8240

―

10_9 相模原市

（仮）相模原市
エコアクション
２１設備導入支
援事業補助金

太陽光発電
太陽熱利用
ガスコージェネレー
ション
蓄電池
省エネ（LED以外）
LED
見える化

事業用 事業者 補助金
エコアクション21を取得している中小規模事業者が行
う、省エネ・再エネ設備の導入・更新（対象経費は総額
30万円以上)

補助率1/3（上限100万円）
※先着順

【特例措置（R5～）】（再掲）
・太陽光：5万円/kw、上限20kw（100万円）*10件
・蓄電池：6.3万円/kw　上限10kw（63万円）*10件
※蓄電池単体での導入は対象外

環境経済局
ゼロカーボン推進
課
042-769-8240

―

10_10 相模原市
（仮）電気自動
車充電設備等導
入支援補助金

電気自動車充給電器 事業用 事業者 補助金 市内の集合住宅や商業施設等へ設置する充電設備
急速充電器@100万円×3基　補助率1/3
普通充電器@15万円×25基　補助率1/3

環境経済局
ゼロカーボン推進
課
042-769-8240

―

11_1 横須賀市
よこすかエコポ
イント

太陽光発電
燃料電池
省エネ
見える化
蓄電池

住宅用 個人 ポイント等

横須賀市地球温暖化対策地域協議会実施事業
①太陽光発電システム②家庭用燃料電池システム（エネ
ファーム）③家庭用エネルギー管理システム（HEMS）④
定置用リチウムイオン蓄電システム⑤窓の断熱改修を設
置・購入した個人

１件につき5,000円分～16,000円分のポイント等

横須賀市地球温暖
化対策地域協議会
（経営企画部都市
戦略課内）
046-822-8524

https://ecoyoko.com/

11_2 横須賀市
家庭用電気自動
車等導入者奨励
金

電気自動車
電気自動車充給電器

個人用/
住宅用

個人 奨励金 市内に生産拠点を有する事業者が製造した電気自動車又
は電気自動車用の充給電設備を新たに導入した個人

１件につき５万円
経営企画部都市戦
略課
046-822-8524

https://www.city.yokosu
ka.kanagawa.jp/0830/ond
anka/12ondankaboushi-
gekkann.html

11_3 横須賀市
電気自動車導入
費補助金

電気自動車 事業用 事業者 補助金
市内に生産拠点を有する事業者が製造した電気自動車を
市内に保管する市内事業者

１台20万円
※過去に横須賀市の補助を利用して購入した車両の買換えの場合は、10万円
※可搬型給電器を同時に導入する場合は30万円

経営企画部都市戦
略課
046-822-8524

https://www.city.yokosu
ka.kanagawa.jp/0830/set
sudenn/r01toukisetsuden
.html

11_4 横須賀市
電気自動車用充
電器等設置費補
助金

電気自動車充電器
事業用/
その他

事業者/
その他

補助金

一般利用が可能な充電器等を市内に設置する事業者等、
共同住宅（分譲マンション、賃貸マンション・アパート
等）の敷地内に充電器等を設置する事業者・マンション
管理組合等、通勤車両等専用に充電器等を設置する事業
者等

補助率 4/5
上限額
◆共同住宅に設置する場合
　１敷地150万円
　（原則3基以上設置）
　※災害時に活用可能な充電器を
　　設置する場合は200万円
◆マンション管理組合が充電器の
　設置を検討する際の図面などの
　資料作成
　15万円
◆事業所等で通勤車両等専用に設置
　する場合
　１敷地150万円
　（原則5基以上設置）
　※災害時に活用可能な充電器を
　　設置する場合は200万円
◆その他事業所等１基50万円

経営企画部都市戦
略課
046-822-8524

https://www.city.yokosu
ka.kanagawa.jp/0830/ev_
monitor.html
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12_1 平塚市
勤労者生活資金
貸付制度

太陽光発電 住宅用 個人 融資 市内に居住又は市内の同一事業所に１年以上勤務する個
人で、本人の居住用住宅に太陽光発電設備を設置する者

貸付　300万円以内
償還　10年以内
利率　年1.00％（別途保証率年0.7%～1.2%が上乗せされます。)
※利率は金融機関との協議により変更となる可能性があります。

産業振興部
産業振興課
0463-21-9758（直
通）

https://www.city.hirats
uka.kanagawa.jp/kigyo/p
age-c_01581.html

12_2 平塚市
平塚市企業立地
促進補助金（環
境設備助成）

太陽光発電
風力発電
蓄電池

事業用 事業者 補助金

市内への新規立地や既存工場の増築等にあわせて、環境
設備＊を導入した企業で、次に該当するもの
・対象業種：製造業（付随する研究所含む）、情報通信
業、自然科学研究所
・対象区域：工業地域、工業専用地域、準工業地域（敷
地9000平米以上）、五領ヶ台研究研修パーク、ツインシ
ティ大神地区、市街化調整区域（開発許可済みであるこ
と）
・支援用件：新規立地等における土地・建物・償却資産
への投資金額が、大企業３億円以上、中小企業５千万円
以上
＊環境設備
・太陽光発電設備（発電能力10kw以上）
・風力発電
・蓄電池（再生可能エネルギーで発電した電力を貯め、
敷地内施設で利用するもの）

発電能力１kW当たり10万円（太陽光発電）上限300万円
発電能力１kW当たり5万円（風力発電）上限100万円
蓄電設備：当該設備の導入にかかった費用に０．２５を乗じて得た額。上限
100万円

産業振興部
産業振興課
0463-21-9758（直
通）

https://www.city.hirats
uka.kanagawa.jp/kigyo/p
age-c_01591.html

12_3 平塚市
平塚市脱炭素設
備投資促進補助
金

再生可能エネルギー設
備、省エネ設備

事業用 事業者 補助金

【対象者】
市内で事業を営む中小事業者

【対象機器】
生産性向上及びCO2の排出量の削減が見込める設備導入

【助成率】
・1/5または1/3
ただし、再生可能エネルギー設備は1/5
【補助限度額】
・1,000万
ただし、再生可能エネルギー設備は5万円/kW

産業振興部
産業振興課
0463-21-9758（直
通）

https://www.city.hirats
uka.kanagawa.jp/sangyo/
page33_00104.html

12_4 平塚市
平塚市電気自動
車等導入支援補
助金

電気自動車、燃料電池
自動車

事業用 事業者 補助金

【対象者】
市内で事業を営む中小事業者

【対象車両】
市内販売店で新車購入する事業用電気自動車・燃料電池
自動車

【補助額】
20万円/台（1事業者1台まで）
給電システム（V2L／V2H）を同時に導入する場合10万円上乗せ（車両1台に
つき1基）

産業振興部
産業振興課
0463-21-9758（直
通）

https://www.city.hirats
uka.kanagawa.jp/sangyo/
page33_00101.html

12_5 平塚市
平塚市中小企業
制度融資

再生可能エネルギー設
備、省エネ設備

事業用 事業者
融資、利子
補給

【対象者】
市内で1年以上継続して同一業種を営む中小事業者等

【対象機器】
生産性向上及びCO2の排出量の削減が見込める設備導入

【脱炭素設備資金】
資金使途　　設備資金
融資限度額　4,000万円
利率　　　　2.1%以内
融資期間　　10年以内
信用保証料補助
利子補給　3年間全額（上限年25万円）

産業振興部
産業振興課
0463-21-9758（直
通）

https://www.city.hirats
uka.kanagawa.jp/kigyo/p
age-c_01598.html

12_6 平塚市
先端設備等導入
計画

再生可能エネルギー設
備、省エネ設備

事業用 事業者 税制

【対象者】
中小企業等経営強化法上の中小企業等

【対象設備】
取得額が一定額以上の機械装置、測定工具及び検査工
具、器具・備品、建物附属設備、ソフトウェア
【対象事業】
労働生産性を年平均3％以上向上させるための設備導入

取得した設備等の固定資産税の課税標準を3年間1/2に軽減
さらに、賃上げ表明を行った場合、4又は5年間、課税標準を1/3に軽減

産業振興部
産業振興課
0463-21-9758（直
通）

https://www.city.hirats
uka.kanagawa.jp/sangyo/
page33_00028.html

13_1 鎌倉市

鎌倉市住宅用再
生可能エネル
ギー・省エネ機
器等設置費補助
金

見える化
太陽光発電
蓄電池
燃料電池
電気自動車
その他

個人用/
事業用/
住宅用

個人/事
業者

補助金

【対象者及び施設】
・住宅に、右記の設備を１つ以上設置する個人等
・電気自動車を新車として購入した、市内在住の個人ま
たは市内に事務所・事業所をもつ法人　※割賦販売等に
より購入した場合で、所有者が割賦販売業者、ローン提
携販売業者等であるときを含む。リース車両は対象外。

ＨＥＭＳ　上限1万円
太陽光発電　上限3万円（1万円/kW）
家庭用燃料電池　上限4万円
定置用リチウムイオン蓄電システム　上限4万円
電気自動車充給電器　上限2万円

※市が定める条件に該当する場合は、ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス
（ZEH）加算として、補助額に５万円を加算

電気自動車の購入に対し2万円を補助

環境部
環境政策課
0467-61-3421

https://www.city.kamaku
ra.kanagawa.jp/kankyo/s
aiseihojyo.html

13_2 鎌倉市
鎌倉市環境共生
施設整備費補助
金

①省エネ

②太陽光発電
事業用 事業者 補助金

【対象者】
市内において、製造業、情報通信業または自然科学研究
所を一年以上継続して営んでいる企業等。
【対象施設】
①省エネルギーなど、地球環境への負荷の軽減を図るた
めの施設及びこれに付随する設備。

②太陽電池モジュールを利用し、太陽エネルギーを電気
に変換する設備で、その発電能力が１kW以上のもの。

※①、②ともに、補助対象経費が20万円未満の施設を設
置する事業及び同年度内に市が実施する他の補助事業の
補助を受けた事業は対象外。

①施設の設置に要する費用
　補助率50％以内、上限300万円

②施設の設置に要する費用
　発電能力１kWにつき、10万円を乗じて得た額を補助、上限150万円

※①、②ともに、1,000円未満の端数切捨て。補助対象経費は、市内の事業
所に係る経費のみとする。

市民防災部
商工課
0467-23-3000（内
線2355）

https://www.city.kamaku
ra.kanagawa.jp/shoukou/
kankyou.html

13_3 鎌倉市

わがまち特例
（地域決定型地
方税制特例措
置）

太陽光発電、風力発
電、水力発電、地熱発
電、バイオマス発電

事業用 事業者 税制

「わがまち特例」の対象となる固定資産について、課税
標準の特例割合を定めてる。
（特定太陽光発電設備、特定風力発電設備、特定水力発
電設備、特定地熱発電設備、特定バイオマス発電設備）

特定太陽光設備　10kw以上1,000kw未満 1/2　1,000kw以上 7/12
特定風力発電設備　20kw未満 7/12 20kw以上 1/2
特定水力発電設備　5,000kw未満 1/3　5,000kw以上 1/2
特定地熱発電設備　1,000kw未満 1/2　1,000kw以上 1/3
特定バイオマス発電設備　10,000kw未満 1/3　10,000以上20,000未満 1/2

総務部
資産税課
0467-61-3931

https://www.city.kamaku
ra.kanagawa.jp/shisanze
i/shisanzei_shoukyaku_t
okurei.html

14_1 藤沢市
住宅用太陽光発
電システム設置
費補助事業

太陽光発電
省エネ（LED以外）
LED
見える化

住宅用 個人 補助金
自ら居住する住宅等に太陽光発電システムを設置する個
人

①1kW当たり1.5万円（上限5万円）
②燃料電池システム（エネファーム）を同時設置する場合は5万円を加算
③定置用リチウムイオン蓄電池を同時設置する場合は5万円を加算
④燃料電池システム（エネファーム）と定置用リチウムイオン蓄電池を同時
設置する場合は10万円を加算
⑤太陽光発電システムの設置によりZEH住宅となる場合は10万円を加算（ZEH
Orientedとなる住宅に太陽光発電システムを同時設置した場合も含む）
補助予定件数①150件　②①のうち20件　③①のうち20件　④①のうち30件
⑤①のうち30件

環境総務課

https://www.city.fujisa
wa.kanagawa.jp/kankyou-
s/machizukuri/kankyo/ho
jo/taiyoko2.html

14_2 藤沢市
事業者用太陽光
発電システム設
置費補助事業

太陽光発電 事業用 事業者 補助金
市内に所有する建物に太陽光発電システムを設置する法
人、個人事業者

補助対象経費の４分の１
（上限100万円）
補助予定件数　3件

環境総務課

https://www.city.fujisa
wa.kanagawa.jp/kankyou-
s/machizukuri/kankyo/ho
jo/jigyousha_taiyoko.ht
ml

14_3 藤沢市
家庭用燃料電池
システム設置費
補助事業

燃料電池 住宅用 個人 補助金
自ら居住する住宅等に燃料電池システム（エネファー
ム）を設置する個人

1件5万円
補助予定件数 120件

環境総務課

https://www.city.fujisa
wa.kanagawa.jp/kankyou-
s/machizukuri/kankyo/ho
jo/denchi3.html

14_4 藤沢市
定置用リチウム
イオン蓄電池設
置費補助事業

蓄電池 住宅用 個人 補助金 自ら居住する住宅等に定置用リチウムイオン蓄電池を設
置する個人

1件5万円
補助予定件数 100件

環境総務課

https://www.city.fujisa
wa.kanagawa.jp/kankyou-
s/machizukuri/kankyo/ho
jo/lithium3.html
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14_5 藤沢市
雨水貯留槽購入
費補助事業

その他 住宅用 個人 補助金 自ら居住する住宅等に雨水貯留槽を設置する個人
購入金額の2分の1（上限1.5万円）
補助予定件数　30件

環境総務課

https://www.city.fujisa
wa.kanagawa.jp/kankyou-
s/machizukuri/kankyo/ho
jo/usui2.html

14_6 藤沢市
電気自動車導入
補助事業

電気自動車
個人用/
事業用

個人/事
業者

補助金 電気自動車を導入する市内に1年以上在住する市民又は
市内に1年以上事業所等を有する事業者

1件5万円
補助予定件数　200件

環境総務課

https://www.city.fujisa
wa.kanagawa.jp/kankyou-
s/machizukuri/kankyo/ho
jo/jidousya2.html

14_7 藤沢市
燃料電池自動車
導入補助事業

燃料電池自動車
個人用/
事業用

個人/事
業者

補助金
燃料電池自動車を導入する市内に1年以上在住する市民
又は市内に1年以上事業所等を有する事業者

1件15万円
補助予定件数　5件

環境総務課

https://www.city.fujisa
wa.kanagawa.jp/kankyou-
s/machizukuri/kankyo/ho
jo/fcv2.html

14_8 藤沢市
電気自動車用急
速充電設備設置
費補助金

電気自動車充電器 その他 事業者 補助金 一般利用が可能な充電器等を市内に設置する事業者
補助対象経費の5分の4（上限50万円）
補助予定件数　3件

環境総務課

https://www.city.fujisa
wa.kanagawa.jp/kankyou-
s/machizukuri/kankyo/ho
jo/evkyusokuzyuden.html

15_1 小田原市
小田原市再生可
能エネルギー事
業奨励金

太陽光発電
太陽熱利用
風力発電
水力発電
地熱発電
バイオマス発電
バイオマス熱利用
雪氷熱利用
地中熱利用
温度差エネルギー

事業用 事業者 補助金

小田原市内に事業所を有し、当該事業所で事業を営む事
業者であり、かつ、本市の償却資産課税台帳に当該再生
可能エネルギー事業の認定発電設備・自家消費型再生可
能エネルギー発電設備・再生可能エネルギー熱利用設備
の所有者として登録されている者

当該設備に対して課された固定資産税相当額。

環境部
ゼロカーボン推進
課
0465-33-1424

https://www.city.od
awara.kanagawa.jp/f
ield/envi/saiene/bo
unty/

15_2 小田原市

小田原市地域脱
炭素移行・再エ
ネ推進重点対策
加速化事業補助
金

太陽光発電 事業用 事業者 補助金

①０円ソーラー事業者（家庭用として住宅等に設置され
るもの）
②０円ソーラー事業者（事業者用として事業所等に設置
されるもの）

①７万円/KW
*蓄電池を同時に設置する場合に加算あり（5.16万円/kWh）
②５万円/KW

環境部
ゼロカーボン推進
課
0465-33-1426

https://www.city.od
awara.kanagawa.jp/f
ield/envi/saiene/co
20-subsidy/

15_3 小田原市

小田原市地域脱
炭素移行・再エ
ネ推進重点対策
加速化事業補助
金

太陽光発電 住宅用 個人 補助金
住宅に太陽光発電設備を設置する者（PPA及びリースに
よるものを除く）

７万円/KW

環境部
ゼロカーボン推進
課
0465-33-1426

https://www.city.od
awara.kanagawa.jp/f
ield/envi/saiene/co
20-subsidy/

15_4 小田原市

小田原市地域脱
炭素移行・再エ
ネ推進重点対策
加速化事業補助
金

太陽光発電 事業用
個人/事
業者

補助金
①事業所等に太陽光発電設備を設置するもの（PPA及び
リースによるものを除く）
②ソーラーシェアリング設備を設置する者

①5万円/KW
②補助対象事業費の１／２

環境部
ゼロカーボン推進
課
0465-33-1426

https://www.city.od
awara.kanagawa.jp/f
ield/envi/saiene/co
20-subsidy/

15_5 小田原市

小田原市地域脱
炭素移行・再エ
ネ推進重点対策
加速化事業補助
金

高効率照明
高効率空調

事業用 事業者 補助金

①小田原市内に所在する事務所等に高効率空調設備又は
高効率照明設備を設置する中小企業等（PPA及びリース
によるものを除く）
②中小企業等がリース契約により小田原市内に所在する
事務所等に導入する高効率空調設備又は高効率照明設備
について、当該機器を調達・納入するリース事業者

①②ともに補助対象事業費の１／２
（ただし、５０万円を上限とする。）

環境部
ゼロカーボン推進
課
0465-33-1426

https://www.city.od
awara.kanagawa.jp/f
ield/envi/saiene/co
20-subsidy/

15_6 小田原市
小田原市地球温
暖化対策推進事
業費補助金

ネット・ゼロ・エネル
ギー・ハウス

住宅用 個人 補助金 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウスを新築又は購入し、
自らの居住用として居住する個人とする。

10万円/件

環境部
ゼロカーボン推進
課
0465-33-1426

https://www.city.od
awara.kanagawa.jp/f
ield/envi/saiene/su
bsidy/subsidyoutlin
e.html

15_7 小田原市
小田原市地球温
暖化対策推進事
業費補助金

燃料電池
EV
蓄電池

住宅用 個人 補助金 自ら居住する市内の住宅に家庭用燃料電池システムか蓄
電池を設置する個人

蓄電池 5万円/件
EVを蓄電池として活用する場合 5万円/件
家庭用燃料電池システム 3万円/件

環境部
ゼロカーボン推進
課
0465-33-1426

https://www.city.od
awara.kanagawa.jp/f
ield/envi/saiene/su
bsidy/subsidyoutlin
e.html

16_1 茅ヶ崎市

再生可能エネル
ギー発電設備に
よる固定資産税
の減額

太陽光発電
風力発電
水力発電
地熱発電
バイオマス発電

事業用 事業者 税制 令和2年4月１日～令和6年3月31日までに取得したもの
地方税法附則第15条第26項に基づく
3年間の課税標準額の特例（設備によって、1/4～1/2の減額）を受けること
ができる。

財務部
資産税課
0467-82-1111

https://www.city.chigas
aki.kanagawa.jp/zei/kot
eishisanzei/1019194.htm
l

16_2 茅ヶ崎市
太陽光発電設備
普及啓発事業費
補助金

太陽光発電 事業用
事業者/
その他

補助金
茅ヶ崎市内で事業活動を行う団体やその他公益の増進に
取り組む団体

【補助額】
  補助率1／2（限度額200万円）
※多数の者が利用する施設（市が設置し、 又は運営する 施設及び住宅を除
く。）に太陽光発電設備を設置し、これを用いてする「見学会、講演会、学
習会その他これに類する活動の実施」及び「対象設備の設置に伴い発生した
電力や省エネルギー効果の実績の継続的な公表」を要件として補助するもの
である。

環境部
環境政策課
0467-82-1111

https://www.city.chigas
aki.kanagawa.jp/kankyo/
1003449/1034772.html

17_1 逗子市
カーボンニュー
トラル推進補助
金

省エネ 住宅用 個人 補助金

ＺＥＨ等導入補助
市内に自ら居住するための「ＺＥＨ」、「Ｎｅａｒｌｙ
ＺＥＨ」、「ＺＥＨｏｒｉｅｎｔｅｄ」若しくは「ゼロ
エネ相当」の住宅を新築、購入又は改修する個人

上限50万円/件
環境都市部
環境都市課
046-872-8123

https://www.city.zushi.
kanagawa.jp/kurashi/kan
kyo/1007555/1002318.htm
l

17_2 逗子市
カーボンニュー
トラル推進補助
金

太陽光発電
省エネ
見える化
蓄電池
その他

住宅用 個人 補助金

①市内に住所を有する個人で、自らが居住する住宅に、
太陽光発電設備及び定置式蓄電池システムを設置する者

②市内に住所を有する個人で、自らが居住する住宅に、
家庭用燃料電池システム（エネファーム）を設置する者

③市内に住所を有する個人で、自らが居住する住宅に、
ＨＥＭＳ機器を設置する者

①上限15万円/件

②上限５万円/件

③上限１万円/件

環境都市部
環境都市課
046-872-8123

https://www.city.zushi.
kanagawa.jp/kurashi/kan
kyo/1007555/1002318.htm
l

17_3 逗子市
カーボンニュー
トラル推進補助
金

電気自動車充電器（普
通・急速）

事業用/
住宅用

個人/事
業者

補助金
市内に住所を有する個人又は市内に事務所を有する事業
者で、自らが居住する又は営業する住宅に、ＥＶ充給電
設備（Ⅴ２Ｈ）を設置する者

上限20万円/件
環境都市部
環境都市課
046-872-8123

https://www.city.zushi.
kanagawa.jp/kurashi/kan
kyo/1007555/1002318.htm
l

17_4 逗子市
カーボンニュー
トラル推進補助
金

省エネ 住宅用 個人 補助金
自ら居住する又は居住を予定している市内の既存の住宅
に対し、断熱改修工事又は高日射反射率塗装を行う個人

上限7.5万円/件
環境都市部
環境都市課
046-872-8123

https://www.city.zushi.
kanagawa.jp/kurashi/kan
kyo/1007555/1002318.htm
l
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(1)エネルギー等の種類
(2)
用途

(3)
支援
対象

事業NO 団体名 制度名称 ２　方法 ３　対象

４　支援の内容
補助金額・限度額
償還方法・利率
　　　　　　など

１　分類
問合せ先

（担当課、電話）
URL

18_1 三浦市
三浦市住宅リ
フォーム助成事
業

その他 住宅用 個人 補助金
市内において自ら居住する住宅の、市内の施工業者によ
る住宅本体に係る機能維持・向上のための修繕、模様替
え、増築等の工事

20万円以上の対象工事に7万円の補助金を支給
予定件数80件

総務部
財産管理課
046-882-1111

https://www.city.miura.
kanagawa.jp/soshiki/zai
sankanrika/zaisankanrik
a/160.html

19_1 秦野市

再生可能エネル
ギー発電設備に
よる固定資産税
の減額

①太陽光発電

②風力発電

③水力発電

④地熱発電

⑤バイオマス発電

事業用 事業者 税制 令和2年4月１日～令和6年3月31日までに取得したもの

地方税法附則第15条33項に基づく課税標準額の減額
①太陽光発電設備
　1,000kW以上……4分の1
　1,000kW未満……3分の1

②風力発電設備
　20kW以上……3分の1
　20kW未満……4分の1

③水力発電設備
　5,000kW以上……4分の3
　5,000kW未満……2分の1

④地熱発電設備
　1,000kW以上……2分の1
　1,000kW未満……3分の1

⑤バイオマス
　1万kW以上2万kW未満……3分の1
　1万kW未満……2分の1

総務部
資産税課
0463-82-7391(直)

http://www.reiki.city.h
adano.kanagawa.jp/reiki
/index.htm

19_2 秦野市
脱炭素設備導入
促進資金融資制
度

①太陽光発電
②風力発電
③省エネ（LED以外）

事業用 事業者 融資

市内の中小企業者等が事業者で利用するために設置する
発電設備及び省エネルギー設備の設置に要する資金
※発電設備について、太陽光では出力10kW、風力では1
㎾以上を対象とする

融資限度：5,000万円以内
融資利率：金融機関と調整中
融資期間：10年以内

環境産業部
産業振興課
0463-82-9646(直)

―
※現況では未作成

20_1 厚木市
厚木市自家消費
型太陽光発電等
導入費補助金

①太陽光発電

②蓄電池
事業用

個人/事
業者

補助金
住宅以外の施設（企業、団体、個人事務所など）への自
家消費型太陽光発電システム又は蓄電池を導入した方

①１kW当たり５万円
上限300万円
補助予定件数５件

②１件当たり10万円

環境農政部
環境政策課
(環境政策係）
046-225-2749

―

21_1 大和市

大和市住宅用再
生可能エネル
ギー・省エネル
ギーシステム等
設置費補助金

太陽光発電
蓄電池
燃料電池

住宅用 個人 補助金

当該年度内に市内の自ら居住する住宅にこれからシステ
ムを設置する方で、「大和市住宅用再生可能エネル
ギー・省エネルギーシステム等設置費補助金交付要綱」
に定める条件を満たす方。（着工前に申請することが必
須。）リチウムイオン蓄電池は、太陽光発電システムと
併せて設置する場合に補助。

太陽光発電システム
　出力1kw当たり1.0万円、
　上限4.0万円
リチウムイオン蓄電池
　補助金額3万円（上限）
燃料電池
補助金額　4万円（上限）

環境施設農政部
環境総務課
046-260-5493

https://www.city.yamato
.lg.jp/gyosei/kurashi/k
ankyo/hojo_josei/15961.
html

21_2 大和市

大和市中小企業
融資制度中小企
業事業資金
「省エネルギー
対策設備導入資
金」

①太陽光発電
省エネ

②太陽光発電

事業用 事業者

①融資

②融資制度
・金融機関
への預託及
び利子補給
・利用者へ
の信用保証
料補助

①太陽光発電設備等の省エネルギー設備を導入しようと
する者
※市内で１年以上継続して同一事業を営んでいる中小企
業等

②市の融資制度または神奈川県の制度融資の一部を利用
した、市内に事業所を有し、所定の要件を満たす方

①
・限度額 3,000万円
・融資期間　10年以内
・利率　年1.8%以内

②
・利子補給率
　1/1～12/31までの期間　に支払った約定利子の合計額に対し30%以内（限
度額30万円）
・利子補給交付期間
　初回利払月から36ヶ月
・信用保証料補助率
　払込済保証料に対し50%以内（限度額10万円）

市民経済部
産業活性課
046-260-5135

https://www.city.yamato
.lg.jp/gyosei/soshik/40
/sangyo/kigyoushien/hoj
okintou/4242.html

21_3 大和市

償却資産の再生
可能エネルギー
発電設備に係る
課税標準の特例

太陽光、風力、水力、
地熱、バイオマス

事業用 事業者 税制
事業者が令和2年4月1日から令和6年3月31日までに、所
定の要件を満たして設置する償却資産の再生可能エネル
ギー発電設備

償却資産の再生可能エネルギー発電設備（太陽光、風力、水力、地熱、バイ
オマス）に係る課税標準に乗じる割合をわがまち特例として市税条例に規定

総務部
資産税課
046-260-5237

https://www.city.yamato
.lg.jp/gyosei/kurashi/z
eikin/koteishisanzei_to
shikeikakuzei/8870.html

22_1 伊勢原市
環境対策資金融
資制度

太陽光発電
電気自動車
ＰＨＶ

事業用 事業者 融資

・市内にある事業所から発生する公害を防止するために
必要な施設の設置又は改善を行う者
・市内の事業所に、電気自動車等低公害車（電気自動
車・天然ガス車・メタノール車・ハイブリッド車等）を
導入（購入・リース）する者
・市内の事業所に、太陽光発電設備を導入する者

・融資限度額　2,000万円
・融資利率　　1.8％以内
　　　　　　  1.5％以内(信用保証付き)
・返済方法　　原則、割賦返済
・据置期間　　6か月以内

経済環境部
商工観光課
0463-94-4732

https://www.city.isehar
a.kanagawa.jp/docs/2014
041700049/

22_2 伊勢原市

伊勢原市ネッ
ト・ゼロ・エネ
ルギー・ハウス
補助金

太陽光発電
省エネ
その他

住宅用 個人 補助金
・ZEH住宅に住所登録を有した個人で、市税の滞納がな
く、国又は県のZEHに係る補助金交付を受けている者

・１件当たり10万円
・補助予定件数10件

経済環境部
環境対策課
0463-94-4737

―

23_1 海老名市
海老名市環境保
全対策支援事業

①太陽光発電
②燃料電池
③蓄電池
④見える化（ＨＥＭ
Ｓ）
⑤電気自動車充電器(Ｖ
２Ｈ充放電設備)
⑥太陽光発電 、＋見え
る化（ＨＥＭＳ） 、＋
（蓄電池または燃料電
池または電気自動車充
電器(Ｖ２Ｈ充放電設
備)）
⑦電気自動車
⑧燃料電池自動車

事業用/
住宅用

個人/事
業者

補助金

市税及び国民健康保険税を滞納していない者であって、次のい
ずれかに該当するもの。

①～⑧
・現に市内に住所を有し、居住している者であって、自己が居
住している建物等に補助対象設備等の設置又は購入（リース取
引による取得を含む。以下同じ。）をする者
・市内に事業所を有する法人又は個人であって、市内の事業所
等に補助対象設備等の設置又は購入をする事業者

①～⑥のみ
・市内に自己が居住するために建設する住居用の建物等に補助
対象設備等を設置する者
・市内に自己が居住するために補助対象設備等があらかじめ設
置された新築住宅を購入する者

①1kW当たり　2万円(上限20万円)
②１施設　　 6万円
③１施設     7万円
④１施設     1万円
⑤１施設     3万円
⑥１申請　　 2万円
⑦１台      15万円
⑧１台      40万円

経済環境部
環境政策課
046-235-4912

https://www.city.eb
ina.kanagawa.jp/gui
de/kurashi/hozen/10
15431.html

23_2 海老名市
海老名市中小企
業振興支援事業

①その他
（雨水活用施設）

②太陽光発電

③風力発電

④ＬＥＤ

⑤その他
（屋上緑化）

⑥その他
（壁面緑化）

⑦その他（生ごみ処理
機：CO2の排出抑制）

事業用 事業者 補助金

市内で1年以上継続して同一業種にて操業している中小
企業者又は中小企業者で構成されている団体

①※有効貯水量10立方メートル以上のもの。

②※発電能力が10キロワット以上のもの。

④※設置にかかる事業費の総額が50万円以上のもの。

⑤※延べ3平方メートル以上のもの。

⑥※延べ3平方メートル以上のもの。

⑦※設置にかかる事業費の総額が50万円以上のもの。

①一施設につき50万円

②一施設につき40万円

③１キロワットにつき３万円（上限50万円）

④一施設につき20万円

⑤次のいずれか低い方の額（上限100万円）
・1平方メートルあたり2万円を乗じて得た額
・緑化に要した費用の2分の1の額

⑥次のいずれか低い方の額（上限100万円）
・1平方メートルあたり5千円を乗じて得た額
・緑化に要した費用の2分の1の額

⑦設置に要する費用の（購入及び施工費用）の4分の3（上限100万円）

経済環境部
商工課
046-235-4843

https://www.city.ebina.
kanagawa.jp/guide/shoko
/chusho/1003742.html
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(1)エネルギー等の種類
(2)
用途

(3)
支援
対象

事業NO 団体名 制度名称 ２　方法 ３　対象

４　支援の内容
補助金額・限度額
償還方法・利率
　　　　　　など

１　分類
問合せ先

（担当課、電話）
URL

23_3 海老名市
海老名市企業立
地促進事業

①その他
（雨水活用施設）

②太陽光発電

③風力発電

④その他
(屋上緑化)

⑤その他
(壁面緑化)

事業用 事業者 補助金

新たに立地・事業拡大する企業で、本事業の認定を受け
たもの。

①※有効貯水量10立方メートル以上のもの。

②※発電能力が10キロワット以上のもの。

④※延べ3平方メートル以上のもの。

⑤※延べ3平方メートル以上のもの。

①1立方メートルにつき５万円
限度額:100万円

②1キロワットにつき10万円
限度額:300万円

③1キロワットにつき３万円
限度額:100万円

④次のいずれか低い方の額（上限300万円）
・1平方メートルあたり2万円を乗じて得た額
・緑化に要した費用の2分の1の額

⑤次のいずれか低い方の額（上限300万円）
・1平方メートルあたり5千円を乗じて得た額
・緑化に要した費用の2分の1の額

経済環境部
商工課
046-235-4843

―

23_4 海老名市
海老名市住宅取
得支援事業

その他（中古住宅の取
得）

住宅用 個人 補助金 中古住宅を取得した「子育て世帯」や「親世帯との同
居・近居を行う子世帯」

基本額　30万円
加算額
　以下の場合、各10万円加算
　①転入者の場合
　②中古住宅流通促進区域内の住宅を購入した場合

まちづくり部
住宅まちづくり課
046-235-9604

https://www.city.ebina.
kanagawa.jp/guide/sumai
/jutaku/1013758.html

23_5 海老名市

海老名市住宅改
修支援事業（一
般住宅改修支援
補助金）

省エネ 住宅用 個人 補助金

住宅を所有し、当該住宅に居住している者
施工業者が市内に本社（本店）を有する法人又は市内に
住所を有する個人事業者で市に届出をしている者、若し
くは、海老名商工会議所会員である場合
工事費が税抜き10万円以上の工事

工事費の５分の１（千円未満切捨）、上限20万円
まちづくり部
住宅まちづくり課
046-235-9604

https://www.city.ebina.
kanagawa.jp/guide/sumai
/jutaku/1015347.html

23_6 海老名市

海老名市住宅改
修支援事業（多
世代同居住宅改
修支援補助金）

省エネ 住宅用 個人 補助金

住宅を所有し、当該住宅に居住している者
施工業者が市内に本社（本店）を有する法人又は市内に
住所を有する個人事業者で市に届出をしている者、若し
くは、海老名商工会議所会員である場合
工事費が税抜き10万円以上の工事
三世代以上で構成される世帯が同居していること

工事費の５分の１（千円未満切捨）、上限30万円
まちづくり部
住宅まちづくり課
046-235-9604

https://www.city.ebina.
kanagawa.jp/guide/sumai
/jutaku/1015347.html

23_7 海老名市
軽自動車税のグ
リーン化特例

電気自動車、ＰＨＶ、
燃料電池自動車、その
他

個人用/
事業用

個人/事
業者

税制

・納税義務者
・適用期間中に初めて車両番号の指定を受ける減税対象
車（３輪以上の軽自動車）を取得する場合に限り、翌年
度分軽自動車税について特例措置が適用

①・電気自動車
・燃料電池自動車
・天然ガス自動車（平成21年排出ガス規制に適合し、平
成21年排出ガス基準値より10％以上窒素酸化物を低減す
る車両又は平成30年排出ガス規制に適合する車両）

②平成17年排出ガス基準75％低減達成車又は平成30年排
出ガス基準50％低減達成車かつ令和２年度燃費基準達成
及び令和１２年度燃費基準９０％達成の営業用乗用車

③平成17年排出ガス基準75％低減達成車又は平成30年排
出ガス基準50％低減達成車かつ令和２年度燃費基準達成
及び令和１２年度燃費基準７０％達成の営業用乗用車

①概ね75％軽減

②概ね50％軽減

③概ね25％軽減

財務部
市民税課
046-235-8593

https://www.city.ebina.
kanagawa.jp/guide/zeiki
n/keijidosha/1002895.ht
ml

23_8 海老名市

再生可能エネル
ギー発電設備に
係る固定資産税
課税標準の特例
措置

太陽光発電
バイオマス発電

事業用 事業者 税制 令和２年４月１日から令和６年３月31日に取得した資産

地方税法附則第15条26項に基づく課税標準の特例

①太陽光発電設備
出力1000kw未満
課税標準額を３分の２

②バイオマス発電設備
出力１万kw以上２万kw未満
課税標準額を３分の２

③太陽光発電設備
出力1000kw以上
課税標準額を４分の３

④バイオマス発電設備
出力１万kw未満
課税標準額を２分の１

財務部資産税課
046-235-8598

https://www.city.ebina.
kanagawa.jp/guide/zeiki
n/koteishisan/1012412.h
tml

24_1 座間市
スマートハウス
関連設備設置補
助金

太陽光発電
燃料電池
蓄電池
見える化

住宅用 個人 補助金
自ら居住する市内の住宅に住宅用太陽光発電システム、
エネファーム、リチウムイオン蓄電池、又はＨＥＭＳを
設置する個人。

住宅用太陽光発電システム：1kW当たり1.2万円、上限4万円
エネファーム：4万円
リチウムイオン蓄電池：4万円
ＨＥＭＳ（ヘムス）：0.8万円

くらし安全部ゼロ
カーボン推進課
046-252-7675

https://www.city.zama.k
anagawa.jp/shisei/seisa
ku/kankyo/ondanka/10041
78.html

24_2 座間市
電気自動車購入
補助金

電気自動車 個人用 個人 補助金

新たに電気自動車（初度登録前の車両であり、一般社団
法人次世代自動車振興センターのクリーンエネルギー自
動車導入促進補助金の補助対象車に限る。ただし中古車
は除く）を購入する個人。
補助対象者は、市内に住所を有する者であること、市内
に購入する電気自動車の保管場所があること、当該申請
年度に自動車検査証の交付を受けられること、購入する
電気自動車の自動車検査証に記載される所有者であるこ
とおよび市税等の滞納がないことのいずれにも該当する
ものとする。

電気自動車1台につき15万円
くらし安全部ゼロ
カーボン推進課
046-252-7675

https://www.city.zama.k
anagawa.jp/shisei/seisa
ku/kankyo/josei/1004181
.html

24_3 座間市
座間市住宅リ
フォーム補助金

その他 住宅用 個人 補助金

・市内在住、自ら所有・居住する住宅で、市税を滞納し
ていない個人。　　　　　　　　　　　　　　　・住宅
機能の維持及び向上のための補修及び設備改善工事等。
「ｽﾏｰﾄﾊｳｽ関連設備工事、他の対象工事と併せて行うＬ
ＥＤ照明に関する節電工事」も対象。（重複しての利用
は不可）
・補助金の交付を受けようとする年度及び前年度におい
て、補助金の交付を受けた方は対象外。

一律5万円（工事費が税抜き10万円以上）
都市部都市整備課
046-252-7396

https://www.city.za
ma.kanagawa.jp

24_4 座間市

座間市中小企業
産業振興支援事
業補助金（店舗
リニューアル）

太陽光発電
省エネ

事業用 事業者 補助金
市内で小売、飲食サービスまたは生活関連サービス業を
営む中小企業者が、固定費の削減等による経営改善に取
り組む事業に対し補助金を交付。

経費の2分の1（エネルギーの使用の合理化等に関する法律施行令（昭和54年
政令第267号）第18条に規定する機器を導入する者の取得費は3分の2）の額
とし、上限50万円

地域づくり部産業
振興課
046-252-7604

https://www.city.zama.k
anagawa.jp/sangyo/sougy
ou/shogyo/1003455.html

25_1 南足柄市

南足柄市再生可
能エネルギー導
入補助金（新築
住宅用）

太陽光発電
省エネ（LED以外）
見える化

住宅用 個人 補助金
市内にネット･ゼロ・エネルギー・ハウスを新築・購
入、かつ、国等の同種の補助金の交付決定を受けている
又は交付申請予定の市内在住の個人

設備等設置に係る経費の3分の1
（上限10万円/件）

環境経済部
環境課
0465-73-8006

―

25_2 南足柄市

南足柄市太陽光
発電設備及び断
熱リフォーム補
助金（既存住宅
用）

省エネ（LED以外） 住宅用 個人 補助金
市内で既存住宅を所有し断熱リフォームを行う、かつ、
国等の同種の補助金の交付決定を受けている又は交付申
請予定の市内在住の個人

断熱リフォームに係る経費の3分の1
（上限7.5万円/件）

環境経済部
環境課
0465-73-8006

―
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(1)エネルギー等の種類
(2)
用途

(3)
支援
対象

事業NO 団体名 制度名称 ２　方法 ３　対象

４　支援の内容
補助金額・限度額
償還方法・利率
　　　　　　など

１　分類
問合せ先

（担当課、電話）
URL

25_3 南足柄市

南足柄市太陽光
発電設備及び断
熱リフォーム補
助金（既存住宅
用）

太陽光発電
蓄電池

住宅用 個人 補助金 太陽光発電設備及び蓄電システムを新規に導入する市内
に戸建住宅を所有する個人

①太陽光発電設備　２万円/ｋＷ
（上限５万円）
②蓄電システム　２万円/ｋＷ
（上限５万円）

環境経済部
環境課
0465-73-8006

―

25_4 南足柄市

南足柄市再生可
能エネルギー導
入補助金（自動
車用）

電気自動車
電気自動車充電器（急
速）

個人用 個人 補助金
電気自動車、電気自動車充給電設備（Ｖ２Ｈ等）を新規
に購入・設置、かつ、国等の同種の補助金の交付決定を
受けている又は交付申請予定の市内の個人または法人

①ＥＶ新規購入に係る経費の3分の1
（上限10万円/台）
②Ｖ２Ｈ等設備設置に係る経費の3分の1
（上限５万円/台）

環境経済部
環境課
0465-73-8006

―

26_1 綾瀬市
綾瀬市住宅用太
陽光発電設備設
置補助金

太陽光発電 住宅用 個人 補助金 市内に住所を有する個人で、自らが居住する住宅に、太
陽光発電システムを設置する者

1kW当たり1万円
上限3万円

市民環境部
環境保全課
0467-70-5619

https://www.city.ayase.
kanagawa.jp/kurashi_tet
suzuki/zumai/kankyokanr
enhojokin/8779.html

26_2 綾瀬市

綾瀬市住宅用ス
マートエネル
ギー設備導入費
補助金

①燃料電池

②蓄電池

③電気自動車充給電器

④見える化

住宅用 個人 補助金

①市内に住所を有する個人で、自らが居住する住宅に、
エネファームを設置する者

②市内に住所を有する個人で、自らが居住する住宅に、
リチウムイオン蓄電池を設置する者

③市内に住所を有する個人で、自らが居住する住宅に、
ＥＶ充給電器を設置する者

④市内に住所を有する個人で、自らが居住する住宅に、
ＨＥＭＳを設置する者

①、②、③上限5万円

④上限1万円

市民環境部
環境保全課
0467-70-5619

https://www.city.ayase.
kanagawa.jp/kurashi_tet
suzuki/zumai/kankyokanr
enhojokin/8776.html

26_3 綾瀬市
綾瀬市共同住宅
用太陽光発電設
備設置補助金

太陽光発電 住宅用
個人/事
業者/そ
の他

補助金
市内の共同住宅に補助対象設備を設置し、補助対象設備
によって発電された電力の一部又は全部を当該共同住宅
で使用する管理組合、個人、団体又は法人。

1kW当たり1万円
上限10万円

市民環境部
環境保全課
0467-70-5619

https://www.city.ayase.
kanagawa.jp/kurashi_tet
suzuki/zumai/kankyokanr
enhojokin/8768.html

26_4 綾瀬市
綾瀬市事業所用
太陽光発電設備
設置補助金

太陽光発電 事業用
個人/事
業者/そ
の他

補助金 市内の事業所で補助対象設備を設置する個人、団体又は
法人（自己所有、賃貸含む）

1kW当たり1万円
上限30万円

市民環境部
環境保全課
0467-70-5619

https://www.city.ayase.
kanagawa.jp/soshiki/kan
kyohozenka/sumai_kenchi
ku/876.html

26_5 綾瀬市
綾瀬市電気自動
車購入補助金

電気自動車
個人用/
事業用

個人/事
業者

補助金
リチウムイオン電池で駆動する電気自動車を購入する市
内在住の個人又は事業者。

1台につき3万円
市民環境部
環境保全課
0467-70-5619

https://www.city.ayase.
kanagawa.jp/soshiki/kan
kyohozenka/zumai/1/1051
.html

27_1 葉山町

葉山町再生可能
エネルギーシス
テム等設置補助
金

①太陽光発電
②燃料電池（家庭用燃
料電池システム(エネ
ファーム)）
③蓄電池（定置用リチ
ウムイオン蓄電システ
ム）

住宅用 個人 補助金 町内に住所を有する者（町内に住居を新築又は建て替え
のため町外に居住している者を含む。）

①1kW当たり1.5万円
上限５万円
②５万円
③５万円

環境部
環境課
046-876-1111
内線452

https://www.town.hayama
.lg.jp/kurashi/sumai/4/
4/3788.html

27_2 葉山町
葉山町電気自動
車等購入費補助
金

電気自動車 個人用 個人 補助金 新規登録の日から起算して１年以上前から引き続き町内
に住所を有する者

５万円

環境部
環境課
046-876-1111
内線452

https://www.town.hayama
.lg.jp/kurashi/sumai/4/
4/10606.html

27_3 葉山町
葉山町住宅リ
フォーム資金補
助金

その他 住宅用 個人 補助金 町内業者によりリフォームを行う住宅の所有者又は居住
者

税抜20万円以上の工事に対し一律５万円の補助

都市経済部
産業振興課
046-876-1111
内線372

https://www.town.hayama
.lg.jp/soshiki/sangyou/
shoko/1746.html

28_1 寒川町
寒川町ゼロカー
ボン推進対策設
備等導入補助金

太陽光発電、燃料電
池、電気自動車、PHV、
燃料電池自動車

住宅用 個人 補助金

・町内に住民登録のある個人であること。
・町税等の滞納がないこと。
※この他にも補助対象設備等によって条件がことなるた
め、詳しくはHPを確認。

対象設備等1件の導入に対し5万円

※住宅用太陽光発電システムの場合、設置した専用住宅がZEHの認定を受け
た場合は、100,000円

環境経済部環境課
0467-74-1111

http://www.town.samukaw
a.kanagawa.jp/soshiki/k
ankyokeizai/kankyo/kank
yohozen/info/zerocarbon
_hojyokinn/14806.html

28_2 寒川町

寒川町住宅リ
フォーム等建築
工事推進助成事
業

太陽光発電
省エネ
その他

住宅用 個人 商品券交付

【対象者】
・町に住民登録している者
・申請者が対象住宅に居住していること
・町税等の滞納がないこと（対象住宅居住者全員）

【対象工事】
・町内建築業者が請け負う対象工事費（税抜）が20万円
以上の工事
・電気設備工事（太陽光発電システムの設置、オール電
化住宅工事、その他省エネ化改修工事などいずれも配線
工事が伴うもの）
・その他リフォーム工事（床、壁、窓、天井、屋根、ガ
ラス及びサッシ等の断熱改修工事など）

※本助成事業は住宅のリフォームを対象としており、そ
の一部として上記に示す工事を対象にしている

・住宅リフォームの対象工事費20万円（税抜）以上の工事に対して、対象工
事の5％（千円未満切り捨て、上限3万円）

・同一の建築工事に対して町の他の助成制度を利用する場合は、助成不可

・店舗併用住宅は、居住部分が対象（居住部分の面積を按分）

環境経済部産業振
興課
0467-74-1111

https://www.town.samuka
wa.kanagawa.jp/soshiki/
kankyokeizai/sangyoshin
ko/shokorosei/info/shou
gyou/hozyosien/juutakur
ifomuhojo.html

29_1 大磯町

大磯町住宅用ス
マートエネル
ギー設備導入費
補助金

太陽光発電
燃料電池
蓄電池
電気自動車充給電器
見える化

住宅用 個人 補助金

町内において自ら居住する住宅に、ＨＥＭＳ機器、住宅
用太陽光発電システム、家庭用燃料電池システム、定置
用リチウムイオン蓄電システム及び電気自動車充給電器
の設備を設置する者に対し補助金を交付する。

・ＨＥＭＳ機器：上限１万円
・住宅用太陽光発電システム：１万５千円／kW、上限５万２千円
・家庭用燃料電池システム：上限５万円
・定置用リチウムイオン蓄電システム：上限５万円
・電気自動車充給電器：上限５万円

産業環境部
環境課
0463-72-4438

http://www.town.oiso.ka
nagawa.jp/soshiki/sangy
okankoubu/kankyo/tanto/
kankyou/seisaku/1395646
408781.html

30_1 二宮町
二宮町中小企業
金融対策資金

中小企業団体
組織に関する
法律第5条に
明記する者で
あれば、業種、種類は
問いま
せん。

事業用 事業者 融資
・町内に事業所を有し、1年以上
継続して同一事業を営んでいる等
一定の要件を満たしている方

①使途：運転、設備、運転設備併用
②貸付金額：1,500万円
③貸付利率：1.5％以内
④貸付期間：7年（84ヶ月）以内

産業振興課
0463－71－5914

http://www.town.ninomiy
a.kanagawa.jp/soshiki/t
oshi/sangyoshinko/shoko
kanko/shoukou/153119136
8579.html

30_2 二宮町
二宮町中小企業
金融対策資金
利子補助

中小企業団体
組織に関する
法律第5条に
明記する者で
あれば、業種、種類は
問い
ません。

事業用 事業者 利子補給

①町金融対策資金融資制度による
融資を受け、町内に事業所を有し、
1年以上継続して同一事業を営んで
いる等一定の要件を満たしている方
②日本政策金融公庫実施の小規模
事業者経営改善資金による融資を
受けている方

・当該年度4月～3月までの期間に
　発生する返済利子に対し、25％
　を補助
・補助期間：7年間
　　①使途：運転・設備・併用
　　②使途：運転・設備

産業振興課
0463－71－5914

http://www.town.ninomiy
a.kanagawa.jp/soshiki/t
oshi/sangyoshinko/shoko
kanko/shoukou/153119136
8579.html
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(1)エネルギー等の種類
(2)
用途

(3)
支援
対象

事業NO 団体名 制度名称 ２　方法 ３　対象

４　支援の内容
補助金額・限度額
償還方法・利率
　　　　　　など

１　分類
問合せ先

（担当課、電話）
URL

30_3 二宮町
二宮町中小企業
信用保証料補助

中小企業団体
組織に関する
法律第5条に
明記する者で
あれば、業種、種類は
問い
ません。

事業用 事業者 補助金

・県の中小企業に対する融資を
受けた方及び、町の中小企業及
び創業融資を受けた方で、県信
用保証協会の保証を受けた方に
対し、保証協会に支払った信用
保証料について補助

・町融資（創業融資含む）
　支払った保証料の1/3相当額＋
　かつ2/3相当額について10万円
　限度に補助
・県融資（小規模事業資金）
　保証料払込額相当額について、
　5万円を限度に補助

産業振興課
0463－71－5914

http://www.town.ninomiy
a.kanagawa.jp/soshiki/t
oshi/sangyoshinko/shoko
kanko/shoukou/153112200
3553.html

30_4 二宮町
二宮町勤労者生
活資金融資

種類については問いま
せんが、詳細について
は事前にお問合せくだ
さい。

個人用 個人 融資 ・勤労者で、町の住民基本台帳に記録されている者。ま
たは、町内に所在する事業所に勤務している者

①使途：勤労者の生活向上改善に必要な資金
②貸付金額：200万円
③貸付利率：町長と取扱金融機関が協議して定める率
④貸付期間：10年以内

産業振興課
0463－71－5914

http://www.town.ninomiy
a.kanagawa.jp/soshiki/t
oshi/sangyoshinko/shoko
kanko/s03/1441761659666
.html

30_5 二宮町
二宮町勤労者住
宅資金利子補給

種類については問いま
せんが、詳細について
は事前にお問合せくだ
さい。

住宅用 個人 利子補給
・融資契約時に町の住民基本台帳に記録されている者
で、自己が所有し、かつ自ら居住する住宅を町内に新
築・増改築又は購入するも者

・1月1日から12月31日までに支払った利子に対し、融資の額(その額が、300
万円を超えるときは、これを300万円とする。)に応じて別表に定める額の範
囲内とする。
・補助期間：48月
　　①使途：住宅資金

産業振興課
0463－71－5914

http://www.town.ninomiy
a.kanagawa.jp/soshiki/t
oshi/sangyoshinko/shoko
kanko/s03/1551761715135
.html

31_1 中井町
中井町住宅用太
陽光発電システ
ム設置補助金

太陽光発電 住宅用 個人 補助金

・町内の自ら居住するための住宅に、申請年度内にシス
テムの設置又は新築のシステム付きの住宅の購入が完了
できる者
・町税に滞納のない者
・環境家計簿モニターに協力できる者

1kW当たり1.5万円
上限5.2万円

環境上下水道課
0465-81-3903

https://www.town.nakai.
kanagawa.jp/kurashi_tet
suzuki/kankyohozen/1167
.html

31_2 中井町
中井町住宅用蓄
電池設置補助金

蓄電池 住宅用 個人 補助金

・町内の自ら居住するための住宅に、申請年度内に設置
又は新築の蓄電池付きの住宅の購入が完了できる者
・太陽光発電システムを設置している者または同時に設
置する者
・町税に滞納のない者
・環境家計簿モニターに協力できる者

定額5万円
環境上下水道課
0465-81-3903

https://www.town.nakai.
kanagawa.jp/kurashi_tet
suzuki/kankyohozen/1167
.html

31_3 中井町
中井町ＨＥＭＳ
設置費補助金

見える化 住宅用 個人 補助金

・町内の自ら居住するための住宅に、申請年度内に設置
又は新築のＨＥＭＳ付きの住宅の購入が完了できる者
・町税に滞納のない者
・環境家計簿モニターに協力できる者

定額1万円
環境上下水道課
0465-81-3903

https://www.town.nakai.
kanagawa.jp/kurashi_tet
suzuki/kankyohozen/1167
.html

32_1 大井町
大井町スマート
エネルギー設備
導入費補助金

太陽光発電
見える化
蓄電池

住宅用 個人 補助金

・自ら居住する町内の住宅に対象設備を設置した個人
・自ら居住するために対象設備が設置された町内の建売
住宅を購入した個人

（太陽光発電）1kW当たり1.1万円
上限3.7万円　補助予定件数30件
（HEMS）定額１万円　　補助予定件数20件
（蓄電池）定額５万円　補助予定件数20件

生活環境課
0465-85-5010

https://www.town.oi.kan
agawa.jp/soshiki/9/smar
tenergy.html

32_2 大井町
大井町電気自動
車等購入費補助
金

電気自動車
PHV自動車
燃料電池自動車
その他（ミニカー・電
動バイク）

個人用
個人/事
業者

補助金

・個人、法人（いずれも１年以上町内に所在している
者）
・町税等に滞納が無いこと。
・町内に保管場所があること

電気自動車・PHV自動車・燃料電池自動車　定額5万円
補助予定件数10件
ミニカー・電動バイク　定額１万円
補助予定件数３件

生活環境課
0465-85-5010

https://www.town.oi.kan
agawa.jp/soshiki/9/denk
icar.html

32_3 大井町
大井町電気自動
車用急速充電設
備設置費補助金

電気自動車充電器（急
速）

個人用
個人/事
業者

補助金
・個人、法人（いずれも１年以上町内に所在している
者）
・町税等に滞納が無いこと。

電気自動車用急速充電設備（定格出力10kw以上）
定額5万円
補助予定件数1件

生活環境課
0465-85-5010

https://www.town.oi.kan
agawa.jp/soshiki/9/jude
n.html

33_1 松田町
松田町電気自動
車購入費補助金

電気自動車
個人用 個人 補助金

・電気自動車等を導入しようとする、町内に住所を有す
る個人
・町税等に滞納が無いこと

電気自動車　定額20万円(3年間継続して支給）
補助予定件数10件

環境上下水道課
0465-83-1227

―

33_2 松田町
薪ストーブ購入
費補助金

バイオマス熱利用 個人用
個人/事
業者

補助金

・薪ストーブを自らが居住する町内の住宅又は事業所で
暖房用として設置するものであること。
・購入する薪ストーブは新品であること
・町税等に滞納が無いこと

薪ストーブ　購入に係る経費の１/3上限5万円
補助予定件数3件

環境上下水道課
0465-83-1227

―

33_3 松田町
スマートハウス
整備促進事業費
補助

太陽光発電
見える化

住宅用 個人 補助金

・電灯契約を結んでいる個人であり、設置する建物は、
住居として使用されているものであること（店舗、事務
所等との兼用は可とする。）。
・設置する建物が、補助金の交付を受けようとする者
（以下「申請者」という。）の所有物でない場合は、書
面による所有者の設置承諾書を受けていること。
・町税等に滞納がないこと。

太陽光発電1kW当たり2万円
上限10万円　補助予定件数20件
HEMS設置1万円　補助予定件数20件
家庭用燃料電池システム等　定額50,000円
予定件数10件
電気自動車充電設備上限15万円　5件

環境上下水道課
0465-83-1227

―

35_1 開成町

開成町ゼロカー
ボンシティ創成
補助制度　ゼロ
エネルギーハウ
ス等導入補助金

省エネ
（ＺＥＨ、ＺＥＨ＋、
ＬＣＣＭ住宅、蓄電
池）

住宅用 個人 補助金

（１）ＺＥＨ等導入補助

　町内に自ら居住するためのＺＥＨ、ＺＥＨ＋、ＬＣＣ
Ｍ住宅を新築・改築する者

①ＺＥＨ（重点対策加速化）
　　　　　75万円/件＋太陽光７万円/㎾
②ＺＥＨ（重点対策対象外） 20万円/件
②ＺＥＨ＋（重点対策加速化）
　　　　 130万円/件＋太陽光７万円/㎾
④ＺＥＨ＋（重点対策対象外)30万円/件
⑤ＬＣＣＭ住宅　　　　　　 50万円/件

※ ①と③は同時に蓄電池を設置する場
　合は蓄電池設置費用の１/３を加算
※ ①と③は建材にCLTを用いる場合は、
  90万円を加算
※ ③と④はＥＶとの連携要件を満たす
　場合は、５万円を加算

企画政策課
ゼロカーボンシ
ティ創成班
0465-84-0312

https://www.town.kaisei
.kanagawa.jp/info/506

35_2 開成町

開成町ゼロカー
ボンシティ創成
補助制度　既存
住宅スマートハ
ウス化補助金

太陽光発電
太陽熱利用
見える化
燃料電池
蓄電池

住宅用 個人 補助金

（２）既存住宅（築1年以上）に創エネ・省エネ・蓄エ
ネ機器を設置する者への補助
　
　自らが居住する町内の築１年以上の既存住宅に太陽熱
利用システム、太陽光発電システム、家庭用燃料電池シ
ステム、定置用リチウムイオン蓄電池、家庭用エネル
ギー管理システムのいずれか又は複数を設置する者

①太陽熱利用システム
　　　　　　　　強制循環型　５万円/件
②A太陽光発電システム(重点対策加速化・県事業活用あり)
　　　　　　　【４㎾まで】12万円/㎾
　　　　　　　【４㎾超】　70,000円/㎾
②B太陽光発電システム(重点対策加速化・県事業活用なし)
　　　　　　　【４㎾まで】85,000円/㎾
　　　　　　　【４㎾超】　70,000円/㎾
②C太陽光発電システム(重点対策対象外・県事業活用あり)
　　　　　　　５万円/㎾(上限20万円)
②D太陽光発電システム(重点対策対象外・県事業活用なし)
　　　　　　　15,000円/㎾(上限６万円)
③エネファーム　　         ５万円/件
④蓄電池　                 ５万円/件
⑤ＨＥＭＳ   　　　　　　　２万円/件

※ ①～⑤うち３件以上を同時に設置する
　場合に５万円を加算
※ ②A又は②Bと同時に蓄電池を設置する場合は
　蓄電池設置費用の１/３を加算
※ ②A又は②Bと同時にHEMSを新設する場合は
　HEMS設置費用の１/３を加算
※ ②AからDまでにおける県事業とは、県の0円ソーラー事業と共同購入事業
をいう。
※ ④は県の0円ソーラー事業又は共同購入事業で設置する場合は２万円を加
算

企画政策課
ゼロカーボンシ
ティ創成班
0465-84-0312

https://www.town.kaisei
.kanagawa.jp/info/506

35_3 開成町

開成町ゼロカー
ボンシティ創成
補助制度　ソー
ラーカーポート
導入補助金

ソーラーカーポート 住宅用 個人 補助金

（３）自宅車庫にソーラーカーポートを導入する者への
補助

　町内に１年以上在住する町民で、ソーラーカーポート
を新たに購入する者

ソーラーカーポート(重点対策加速化)
　　　　　　　　　　　　70,000円/㎾

※ 同時に蓄電池を設置する場合は蓄電池
　設置費用の１/３を加算
※同時にHEMSを新設する場合はHEMS設置
　費用の２/３を加算

企画政策課
ゼロカーボンシ
ティ創成班
0465-84-0312

https://www.town.kaisei
.kanagawa.jp/info/506
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(1)エネルギー等の種類
(2)
用途

(3)
支援
対象

事業NO 団体名 制度名称 ２　方法 ３　対象

４　支援の内容
補助金額・限度額
償還方法・利率
　　　　　　など

１　分類
問合せ先

（担当課、電話）
URL

35_4 開成町

開成町ゼロカー
ボンシティ創成
補助制度　電気
自動車等導入補
助金

電気自動車
Ｖ２Ｈ
Ｖ２Ｌ

個人用 個人 補助金

（４）ＥＶ等を導入する者への補助

　町内に１年以上在住する町民で、電気自動車、Ｖ２
Ｈ、Ｖ２Ｌを購入する者

①ＥＶ購入（重点対策加速化）
【車両本体価格200万円以上】
　蓄電容量×２万円(上限CEV補助額)+35万円
【車両本体価格200万円未満】
　蓄電容量×２万円(上限CEV補助額)+10万円
②ＥＶ購入(重点対策対象外)
【車両本体価格200万円以上・CEV活用】
　　　　　　　　　　　　　　　　　20万円
【車両本体価格200万円未満・CEV活用】
　　　　　　　　　　　　　　　　　10万円
【車両本体価格200万円以上・CEV活用なし】
　　　　　　　　　　　　　　　　　10万円
【車両本体価格200万円未満・CEV活用なし】
　　　　　　　　　　　　　　　　　５万円
③超小型ＥV購入　　　　　　　　　 15万円
④ＥＶサブスク
【車両本体価格200万円以上】　　　 ８万円
【車両本体価格200万円未満】 　　　４万円
⑤超小型ＥＶサブスク　　　　　　　12万円
⑥Ｖ２Ｈ
【CEV活用・ＥVと同時導入】　　　　10万円
【CEV活用・ＥVと別導入】　　　　　５万円
【CEV活用なし】　　　　　　　　　 ３万円
⑥Ｖ２Ｌ
【CEV活用・ＥVと同時導入】　　　　15万円
【CEV活用・ＥVと別導入】　　　　　７万円
【CEV活用なし】　　　　　　　　　 ５万円

※ ⓵と同時にＶ２Ｈを導入する場合は
　Ｖ２Ｈ設置費用の１/２を加算
※ ⓵と同時にＶ２Ｌを導入する場合は
　Ｖ２Ｌ設置費用の１/３＋５万円を加算

企画政策課
ゼロカーボンシ
ティ創成班
0465-84-0312

https://www.town.kaisei
.kanagawa.jp/info/506

35_5 開成町

（仮称）開成町
中小企業エコロ
ジー戦略利子補
給補助金

太陽光発電、
小中水力発電、
風力発電、
バイオマス発電、
LED照明、
見える化、
蓄電池、
電気自動車、
Ｖ２Ｈ、
高効率空調

事業用 事業者 利子補給

町内の事務所等に創・省・蓄エネ設備を導入する中小企
業。
対象設備は、太陽光発電、中小水力発電、風力、バイオ
マス、ＬＥＤ照明、ＥＭＳ、蓄電池、電気自動車、Ｖ２
Ｈ、高効率空調

借入金２千万円を上限に次のア・イのいずれか少ない額を最大５年間補給
ア）年度内に支払った約定利息の額の１／２以内に相当する額
イ）年利１％の約定利息に相当する額

本事業における借入先は、開成町ゼロカーボンシティ創成パートナー企業の
協定締結金融機関に限定

企画政策課
ゼロカーボンシ
ティ創成班
0465-84-0312

―

35_6 開成町

（仮称）開成町
中小企業エコロ
ジー設備導入補
助金

太陽光発電、
見える化、
蓄電池、
LED照明、
高効率空調、
電気自動車、
Ｖ２Ｈ

事業用 事業者 補助金

町内の事務所等に創・省・蓄エネ設備を導入する中小企
業。
対象設備は、太陽光発電（＋蓄電池、＋ＥＭＳ）、ＬＥ
Ｄ照明、高効率空調、電気自動車（＋Ｖ２Ｈ）

①太陽光発電システム(重点対策加速化)　　５万円/㎾
②ＬＥＤ照明（重点対策加速化）　　　　　補助率１/２
③高効率空調（重点対策加速化）　　　　　補助率１/２
④ＥＶ購入（重点対策加速化）蓄電容量×２万円(上限CEV補助額)

※①と同時に蓄電池を設置する場合は蓄電池設置費用の１/３を加算
※①と同時にＨＥＭＳを新設する場合はＨＥＭＳ設置費用の２/３を加算
※④と同時にＶ２Ｈを導入する場合は、Ｖ２Ｈ設置費用の１/２を加算

企画政策課
ゼロカーボンシ
ティ創成班
0465-84-0312

―

36_1 箱根町
電気自動車
軽自動車税の減
免

電気自動車
個人用/
事業用

個人/事
業者

税制
原動機付自転車、軽自動車及び二輪の小型自動車のう
ち、電力を動力源とする電気自動車（小型特殊車両は除
く）

軽自動車税の免除
免除期間
　最初に登録した年度から３年間

総務部
税務課
0460-85-7750

https://www.town.hakone
.kanagawa.jp/index.cfm/
6,500,15,111,html

36_2 箱根町
スマートエネル
ギー導入促進事
業

太陽光発電、
燃料電池、
見える化、
蓄電池、
電気自動車充電器
（V2H）

個人用 個人 補助金 町内に住所を有し、自ら居住する町内の住宅に対象設備
を設置した個人

①住宅用太陽光発電システム
　上限：50,000円/件　件数：10件
②家庭用燃料電池システム
　上限：50,000円/件　件数：3件
③HEMS
　上限：10,000円/件　件数：10件
④定置用リチウムイオン蓄電池
　上限：50,000円/件　件数：5件
⑤V2H放充電設備
　上限：50,000円/件　件数：3件

環境整備部
環境課
0460-85-9565

http://www.town.hakone.
kanagawa.jp/index.cfm/i
ndex.cfm/11,27964,58,ht
ml

37_1 真鶴町
住宅用太陽光発
電導入促進事業
補助金

太陽光発電 住宅用 個人 補助金

【対象者】
町内の自ら居住するための住宅に、申請年度内にシステ
ムの設置又はシステム付住宅（未使用のもの）の購入が
完了できる者

【補助額】
１万円/㎾（上限６万円）

税務町民課
0465-68-1131

http://www.town.manazur
u.kanagawa.jp/soshiki/z
eimuchomin/chominseikat
su/2054.html

38_1 湯河原町
住宅リフォーム
等助成事業

その他 住宅用 個人 補助金

町内で自ら居住(店舗、事務所、倉庫等が併用されてい
る住宅の場合は、自ら居住の用に供する部分に限る)す
る住宅又はマンション等の共同住宅については、その専
有部分のリフォームを行う者

【対象工事費】工事費20万以上(消費税除く)
【助　成　額】工事費の10%(上限10万円)※住民登録なしの場合は、工事費
の5%(上限5万円)

地域政策課企画係
0465－63－2111

https://www.town.yugawa
ra.kanagawa.jp/soshiki/
17/14319.html

38_2 湯河原町
住宅用スマート
エネルギー設備
設置費補助金

太陽光発電
見える化
蓄電池
その他（Ｖ２Ｈ）

住宅用 個人 補助金

町内において、自ら居住するための住宅（店舗等併用住
宅を含む）に新たに対象設備（太陽光発電システム、Ｈ
ＥＭＳ、定置用リチウムイオン蓄電池、Ｖ２Ｈ）を設置
する方
または、対象設備付新築住宅を購入する方

【太陽光発電システム】
1kwあたり15,000円
52,000円を上限
【HEMS】
導入費の1/2以内
10,000円を上限
【定置用リチウムイオン畜電池】
導入費の1/2以内
50,000円を上限
【V2H】
導入費の1/2以内
50,000円を上限

環境課保全係
0465-63-2111

https://www.town.yugawa
ra.kanagawa.jp/soshiki/
7/1245.html

39_1 愛川町
スマートエネル
ギー設備導入費
補助金

太陽光発電
住宅用蓄電池
家庭用燃料電池
太陽熱利用

住宅用 個人 補助金
自ら所有し居住する町内の住宅にスマートエネルギー設
備を設置し、自ら電力会社と電力受給契約を締結しよう
とする個人

①太陽光発電システム 太陽光発電システムを構成する太陽電池モジュール
の公称最大出力値（キロワット表示とし、小数点以下第２位未満は切り捨て
る。）に10,000 円を乗じて得た額（1,000 円未満切捨て）とし、30,000 円
を上限
②住宅用蓄電池システム住宅用蓄電池システム導入費の1/2：50,000円を上
限
③ＨＥＭＳ導入費の1/2：10,000円を上限
④家庭用燃料電池システム 家庭用燃料電池システム導入費の1/2：50,000円
を上限
⑤太陽熱利用システム 太陽熱利用システムの導入費の1/2：30,000円を上限
⑥太陽光発電システムを構成する太陽電池モジュールを公称最大出力値5.0
キロワット以上設置した場合は、大容量加算として、20,000円

環境経済部環境課
046-285-2111

―

39_2 愛川町
環境配慮設備設
置奨励金

太陽光発電 事業用 事業者 補助金
企業誘致等に関する条例の適用を受け、かつ一定の要件
を満たした企業等が環境配慮施設（太陽光発電設備）を
設置した場合に奨励金を交付

太陽光発電設備（発電能力10kw以上）を設置した場合、５０万円を交付
環境経済部商工観
光課
046-285-2111

―

39_3 愛川町
環境配慮設備設
置奨励金

その他 事業用 事業者 補助金
企業誘致等に関する条例の適用を受け、かつ一定の要件
を満たした企業等が環境配慮施設（屋上緑化）を設置し
た場合に奨励金を交付

置上緑化を設置した場合に補助金交付（３㎡以上、50万円を限度）
①屋上緑化した面積１㎡あたり２万円乗じた額
②屋上緑化に要した費用の２分の１の額
⇒①か②のいずれか低いほうの額

環境経済部商工観
光課
046-285-2111

―

39_4 愛川町
環境配慮設備設
置事業補助金

①太陽光発電

②その他
事業用 事業者 補助金

①町内で１年以上の事業実績を有し、かつ一定の要件を
満たした企業等が環境配慮施設（太陽光発電設備）を設
置した場合に奨励金を交付

②町内で１年以上の事業実績を有し、かつ一定の要件を
満たした企業等が環境配慮施設（屋上緑化）を設置した
場合に奨励金を交付

①太陽光発電設備（発電能力10kw以上）を設置した場合、５０万円を交付

②置上緑化を設置した場合に補助金交付（３㎡以上、50万円を限度）
1.屋上緑化した面積１㎡あたり２万円乗じた額
2.屋上緑化に要した費用の２分の１の額
⇒1か2のいずれか低いほうの額

環境経済部商工観
光課
046-285-2111

―
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(1)エネルギー等の種類
(2)
用途

(3)
支援
対象

事業NO 団体名 制度名称 ２　方法 ３　対象

４　支援の内容
補助金額・限度額
償還方法・利率
　　　　　　など

１　分類
問合せ先

（担当課、電話）
URL

40_1 清川村

清川村地球温暖
化防止対策事業
（住宅用太陽光
発電設備設置）

太陽光発電 住宅用 個人 補助金 村の区域内で、自ら居住の用に供する建物に住宅用太陽
光発電設備を設置しようとする者

1kW当たり1.5万円
上限５万円
　
事業№40_1～40_4合計で9件

税務住民課
046-288-3849

https://www.town.kiyoka
wa.kanagawa.jp/soshiki/
zeimujumin/2266.html

40_2 清川村

清川村地球温暖
化防止対策事業
（住宅用太陽熱
利用設備設置）

太陽熱利用 住宅用 個人 補助金
村の区域内で、自ら居住の用に供する建物に住宅用太陽
熱利用設備を設置しようとする者

設置費用の10％
上限5万円
 
事業№40_1～40_4合計で9件

税務住民課
046-288-3849

https://www.town.kiyoka
wa.kanagawa.jp/soshiki/
zeimujumin/2266.html

40_3 清川村

清川村地球温暖
化防止対策事業
（木質バイオマ
スストーブ設
置）

バイオマス熱利用
事業用/
住宅用

個人/事
業者

補助金
村の区域内で、自ら居住の用に供する建物及び本店若し
くは主たる事務所等に木質バイオマスストーブを設置し
ようとする者及び法人

上限5万円
　
事業№40_1～40_4合計で9件

税務住民課
046-288-3849

https://www.town.kiyoka
wa.kanagawa.jp/soshiki/
zeimujumin/2266.html

40_4 清川村

清川村地球温暖
化防止対策事業
（電気自動車等
導入）

電気自動車
ＰＨＶ

個人用/
事業用

個人/事
業者

補助金
電気自動車等を導入（購入・リース）しようとする、村
内に住所を有する個人及び村内に本店若しくは主たる事
業所等を有する事業所

個人5万円
事業所3万円
　
事業№40_1～40_4合計で9件

税務住民課
046-288-3849

https://www.town.kiyoka
wa.kanagawa.jp/soshiki/
zeimujumin/2266.html

40_5 清川村
住宅リフォーム
助成制度

その他 住宅用 個人 補助金
村内に1年以上居住し、自ら所有し、居住する住宅を村
内の施工業者を利用してリフォーム工事を行う者

①工事金額が5万円以上10万円未満・・・工事金額の2分の1の額
②工事金額が10万円以上60万円未満・・・工事金額の2分の1の額（上限10万円）
③工事金額が60万円以上110万円未満・・・一律15万円
④工事金額が110万円以上・・・10万円＋｛（工事金額－100万円）の2分の1｝の額（上
限20万円）

産業観光課
046-288-3864

https://www.town.kiyoka
wa.kanagawa.jp/soshiki/
sangyokanko/syoko/1653.
html
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